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※　表章地域に人口集中地区及び市部も収録している。

＊　都道府県には18大都市も収録している。

● 住宅以外で人が居住する建物数

1 1※ 1 1 1 1※ 1※ 1 1 1 1※

3 住宅以外の建物の所有の関係(2) 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

● 世帯数，世帯人員

3 世帯の種類(4)，住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(9)， 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

住宅以外の建物の所有の関係(2)

● 住宅以外で人が居住する建物数

3 住宅以外の建物の種類(5) 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

● 世帯数，世帯人員

3 世帯の種類(4)，住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(9)， 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

住宅以外の建物の種類(4)

● 住宅数

5 住宅の種類(2)，建築の時期(13) 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

6 住宅の種類(2)，建築の時期(8) 2 2

7 住宅の種類(2)，建築の時期(6) 3 3

8 住宅の建て方(4)，階数(9)，建築の時期(13) 5 5 5 5 5

9 住宅の建て方(4)，階数(5) 4 4

42-1 腐朽･破損の有無(2)，建て方(4)，階数(9) 26 22

44 腐朽･破損の有無(2)，延べ面積(6)，住宅の設備状況(10) 28 13 10 11 24

● 空き家数

43-1 空き家の種類(5)，腐朽･破損の有無(2)，建て方(4) 27 12 9 10 23

● 主世帯数

65 世帯の型(14)，住宅の建て方(4)，階数(9) 44 38

● 持ち家数

114 住宅の建て方(4)，世帯の年間収入階級(6)，平成16年以降の 74 57

増改築･改修工事等(8)

● 住宅数

29 住宅の種類(2)，建て方(4)，延べ面積(14)，設備状況(13) 18 14

集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

1
住宅以外の
建物の種類

2
住宅以外の
建　物　の
所有の関係

3
建物の構造

(４区分)　｢木造｣，｢防火木造｣，｢非木造｣，｢その他｣

報 告 書 掲 載 表

(４区分)　｢会社等の寮･寄宿舎｣，｢学校等の寮･寄宿舎｣，｢旅館･宿泊所｣，｢その他の建物｣

(２区分)　｢自己所有｣，｢賃貸･貸与｣

(５区分)　｢木造｣，｢防火木造｣，｢鉄筋･鉄骨コンクリート造｣，｢鉄骨造｣，｢その他｣

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

30 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)， 19 15 12 10

自動火災感知設備の状況(6)

36 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，省エネ 22 18 13

ルギー設備等(7)

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

16 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5) 8 7 7 7

● 持ち家数

40 建て方(4)，世帯の年間収入階級(6)，住宅の耐震改修工事の 24 20

状況(6)

115 建て方(4)，世帯の年間収入階級(5)，平成16年以降の 39

増改築・改修工事等(8)

119 建築の時期(8)，建て方(4)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 76 59 36

120 建て方(4)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 42

125 リフォーム工事の状況(2)，住宅の耐震診断の有無(3)， 79 62 38 25

建て方(4)

133 リフォーム工事の状況(2)，世帯の年間収入階級(13)， 82 65 40 26

建て方(4)

● 住宅数

23 住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・建築の 14 9 7 8 10 10 9

時期(13)，設備状況(10)

● 住宅数

10 住宅の建て方(4)，階数(4) 5 5

● 専用住宅数

11 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，階数(9)，建築の時期(9) 6

● 空き家数

51 住宅の種類(2)・空き家の種類(5)，建て方(4) 35 14 12 30 18 6 6 14

● 一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

51 住宅の種類(2)，建て方(4) 35 14 12 30 18 6 6 14

● 住宅数

17 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，延べ 9 7 6 8 8 8

面積(6)

3
建物の構造
(つづき)

(４区分)　｢木造｣，｢非木造(うちエレベーターあり，うち高齢者対応型共同住宅)｣

(３区分)　｢木造｣，｢防火木造｣，｢非木造｣

(３区分)　｢木造｣，｢非木造(うち高齢者対応型共同住宅)｣

(２区分)　｢木造｣，｢非木造｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

20 住宅の種類(2)，建て方(4)，建築の時期(9)，延べ面積(6) 12

23 住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・建築の 14 9 7 8 10 10 9

時期(13)，設備状況(10)

31 住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，自動火災感知設備の 12 12

状況(6)

37 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，省エネ 16 16

ルギー設備等(7)

42-2 腐朽･破損の有無(2)，建て方(4)，階数(5) 20

42-3 腐朽･破損の有無(2)，建て方(4)，階数(4) 21

● 空き家数

43-1 空き家の種類(4)，腐朽･破損の有無(2)，建て方(2) 22

51 住宅の種類(2)・空き家の種類(5)，建て方(4) 35 14 12 30 18 6 6 14

● 一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

51 住宅の種類(2)，建て方(4) 35 14 12 30 18 6 6 14

● むね数

54 住宅の建て方(5)，階数(10)，建築の時期(13) 37 15 19

55 住宅の建て方(5)，階数(10) 11 13 31 15

56 住宅の建て方(4)，階数(4) 25 25

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 階数(9)，エレベーターの有無(4)・オートロックの別(2)・ 38 20

１むね内住宅数(8)

58 １むね内住宅数(5) 32 26

● 主世帯数

66 世帯の型(14)，住宅の建て方(4)，階数(4) 28 28

74 建築の時期(9)，建て方(4)，家計を主に支える者の年齢(6) 49 41

75 建築の時期(6)，建て方(2)，家計を主に支える者の年齢(6) 30 30

78 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(5)， 51 43

住宅の建て方(4)

79 家計を主に支える者の年齢(6)，住宅の建て方(4) 32 32

● 持ち家数

116 住宅の建て方(2)・世帯の年間収入階級(5)，平成16年以降の 40

増改築・改修工事等(8)

121 建て方(2)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 43

126 リフォーム工事の状況(2)，住宅の耐震診断の有無(3)， 46

建て方(4)

3
建物の構造
(つづき)
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

127 住宅の耐震診断の有無(3)，建て方(2) 47

134 リフォーム工事の状況(2)，世帯の年間収入階級(6)， 51

建て方(4)

135 住宅の建て方(2)・世帯の年間収入階級(5)，リフォーム工事 52

の状況(2)

● 借家（専用住宅）数

145 住宅の所有の関係(4)，建て方(4)，１畳当たり家賃(18) 88 45

146 住宅の所有の関係(4)，１畳当たり家賃(9) 71 57

147 住宅の所有の関係(4)，建て方(4)，延べ面積１㎡当たり 89

家賃(18)

148 住宅の所有の関係(4)・建て方(4)，延べ面積１㎡当たり 72

家賃(18)

● 借家（専用住宅）数及び延べ面積１㎡当たり家賃

153 住宅の建て方(4)，住宅の所有の関係(4) 92 75

● むね数

54 住宅の建て方(5)，構造(2)，建築の時期(13) 37 15 19

55 住宅の建て方(5)，構造(2) 11 13 31 15

● 住宅数

8 住宅の建て方(4)，構造(5)，建築の時期(13) 5 5 5 5 5

32 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 20 16

感知設備の状況(6)

42-1 建物の構造(5)，腐朽・破損の有無(2)，建て方(4) 26 22

● 専用住宅数

11 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(3)，建築の時期(9) 6

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，エレベーターの有無(4)・オートロックの別 38 20

(2)・１むね内住宅数(8)

● 主世帯数

65 世帯の型(14)，構造(5)，住宅の建て方(4) 44 38

● 非木造の共同住宅数

156 住宅の所有の関係(5)・建築の時期(8)・延べ面積(6)，オート 95 77

ロックの別(2)，エレベーターの有無(4)

3
建物の構造
(つづき)

4
建物の階数

(10区分)「１階建｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６～７｣，｢８～10｣，｢11～14｣，｢15階建以上(うち20階建以上)｣

(９区分)　(共同住宅)　　｢１階建｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６～７｣，｢８～10｣，｢11～14｣，｢15階建以上｣

(６区分)　(共同住宅)　　｢４階建以下｣，｢５階建｣，｢６～７｣，｢８～10｣，｢11～14｣，｢15階建以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

9 住宅の建て方(4)，構造(5) 4 4

33-1 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 13

感知設備の状況(6)

42-2 建物の構造(2)，腐朽･破損の有無(2)，建て方(4) 20

● 住宅数

10 住宅の建て方(4)，構造(3) 5 5

33-2 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 14

感知設備の状況(6)

42-3 建物の構造(2)，腐朽･破損の有無(2)，建て方(4) 21

● 専用住宅数

12 住宅の所有の関係(5)，建て方(4) 6

● むね数

56 住宅の建て方(4)，構造(2) 25 25

● 主世帯数

66 世帯の型(14)，構造(2)，住宅の建て方(4) 28 28

● むね数

54 住宅の建て方(5)，構造(2)，建築の時期(13) 37 15 19

55 住宅の建て方(5)，構造(2) 11 13 31 15

● 住宅数

8 住宅の建て方(4)，構造(5)，建築の時期(13) 5 5 5 5 5

32 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 20 16

感知設備の状況(6)

33-1 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 13

感知設備の状況(6)

33-2 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，自動火災 14

感知設備の状況(6)

● 専用住宅数

11 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(3)，建築の時期(9) 6

● 主世帯数

65 世帯の型(14)，構造(5)，住宅の建て方(4) 44 38

4
建物の階数
（つづき）

(５区分)　(共同住宅)　　｢１階建｣，｢２｣，｢３～５｣，｢６～10｣，｢11階建以上｣

(４区分)　(共同住宅)　　｢１階建｣，｢２｣，｢３～５｣，｢６階建以上｣

(４区分)　(高齢者対応型共同住宅)　｢１～５階建｣，｢６～10｣，｢11～14｣，｢15階建以上｣

(３区分)　(一戸建，長屋建)　　｢１階建｣，｢２｣，｢３階建以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

9 住宅の建て方(4)，構造(5) 4 4

10 住宅の建て方(4)，構造(3) 5 5

42-1 建物の構造(5)，腐朽・破損の有無(2)，建て方(4) 26 22

42-2 建物の構造(2)，腐朽・破損の有無(2)，建て方(4) 20

42-3 建物の構造(2)，腐朽・破損の有無(2)，建て方(4) 21

● 専用住宅数

12 住宅の所有の関係(5)，建て方(4) 6

● むね数

54 住宅の建て方(5)，構造(2)，建築の時期(13) 37 15 19

55 住宅の建て方(5)，構造(2) 11 13 31 15

56 住宅の建て方(4)，構造(2) 25 25

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，エレベーターの有無(4)・オートロックの別 38 20

(2)・１むね内住宅数(8)

● 主世帯数

66 世帯の型(14)，構造(2)，住宅の建て方(4) 28 28

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，階数(9)，エレベーターの有無(4)・オート 38 20

ロックの別(2)

● 長屋建及び共同住宅のむね数

58 建物の構造(2) 32 26

● 高齢者対応型共同住宅のむね数

185-1 最寄りの医療機関までの距離(4)・老人デイサービスセンター 116

までの距離(5)・交通機関までの距離(12)

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，階数(9)，エレベーターの有無(4)・オート 38 20

ロックの別(2)

58 建物の構造(2) 32 26

4
建物の階数
（つづき）

5
１むね内
住宅数

(２区分)　(一戸建，長屋建，共同住宅)　　｢１階建｣，｢２階建以上｣

(８区分)　(共同住宅)　　｢４住宅以下｣，｢５～９住宅｣，｢10～19｣，｢20～29｣，｢30～39｣，｢40～49｣，
                        ｢50～99｣，｢100住宅以上｣

(５区分)  (共同住宅)　｢９住宅以下｣，｢10～19住宅｣，｢20～29｣，｢30～39｣，｢40住宅以上｣，

(４区分)　(長屋建)　　｢２住宅｣，｢３｣，｢４｣，｢５住宅以上｣，



7

集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，階数(9)，エレベーターの有無(4)・オート 38 20

ロックの別(2)

58 建物の構造(2) 32 26

● 高齢者対応型共同住宅のむね数

185-2 最寄りの医療機関までの距離(4)・老人デイサービスセンター 93 70 70

までの距離(5)・交通機関までの距離(12)

● 住宅数

1 1※ 1 1 1 1※ 1※ 1 1 1 1※

● 住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数

2 1 1 1 1

● 住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数

191 都市計画の地域区分(70) 121 28 98 64 42

● 空き家数

43-1 腐朽・破損の有無(2)，建て方(4)，構造(5) 27 12 9 10 23

51 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(3) 35 14 12 30 18 6 6 14

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 住宅の建て方(4)，敷地に接している道路の幅員(6)・最寄り 36

の交通機関までの距離(12)・幅員６メートル以上の道路まで

の距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・

公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・  

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで  

の距離(5)

● 空き家数

43-2 腐朽・破損の有無(2)，建て方(4)，構造(5) 22

5
１むね内
住宅数
(つづき)

6
居住世帯
の 有 無

(９区分) ｢居住世帯あり(｢同居世帯なし｣，｢同居世帯あり｣)｣，　｢居住世帯なし(｢一時現在者のみ｣，
         ｢空き家｣，｢二次的住宅｣，｢別荘｣，｢その他｣，｢賃貸用の住宅｣，｢売却用の住宅｣，｢その他の住宅｣，
         ｢建築中｣)｣

(８区分)　｢居住世帯あり(｢同居世帯なし｣，｢同居世帯あり｣)｣，｢居住世帯なし(｢一時現在者のみ｣，
          ｢空き家｣，｢二次的住宅｣，｢賃貸用の住宅｣，｢売却用の住宅｣，｢その他の住宅｣，｢建築中｣)｣

(４区分)　｢居住世帯あり(うち同居世帯あり)｣，｢居住世帯なし(うち空き家)｣

7
空き家の
種    類

(５区分)　｢二次的住宅(｢別荘｣，｢その他｣)｣，｢賃貸用の住宅｣，｢売却用の住宅｣，｢その他の住宅｣

（４区分）｢二次的住宅｣，｢賃貸用の住宅｣，｢売却用の住宅｣，｢その他の住宅｣

(３区分)　｢19住宅以下｣，｢29～39住宅｣，｢40住宅以上｣，
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

3 住宅の所有の関係(9) 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

4 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(13) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

5 構造(5)，建築の時期(13) 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

6 構造(5)，建築の時期(8) 2 2

7 構造(5)，建築の時期(6) 3 3

17 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(2)，延べ面積(6) 9 7 6 8 8 8

18 建築の時期(9)，延べ面積(18)，専用住宅の所有の関係(6) 10

19 延べ面積(14)，延べ面積に占める居住室の広さの割合(9) 11

20 建て方(4)，構造(2)，建築の時期(9)，延べ面積(6) 12

21 建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(10)，台所の型(5) 13 8 9

22 建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(3)，台所の型(5) 6 7 9

23 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)，構造(4)・建築の時期(13)， 14 9 7 8 10 10 9

設備状況(10)

24 住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，建築の時期(8)，高齢者 15 11 11

等のための設備状況(13)

25 住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，延べ面積(6)，高齢者等 16 12

のための設備状況(13)

26 専用住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，高齢者等のための 9

設備状況(13)

27 専用住宅の所有の関係(2)，高齢者等のための設備状況(13) 10

29 構造(4)，建て方(4)，延べ面積(14)，設備状況(13) 18 14

30 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(4)，自動火災感知 19 15 12 10

設備の状況(6)

34 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(13)，自動火災感知設備 21 10 17

の状況(6)

35 住宅の所有の関係(2)，建築の時期(8)，自動火災感知設備の 15 15

状況(6)

36 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(4)，省エネルギー 22 18 13

設備等(7)

37 住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，構造(2)，省エネルギー 16 16

設備等(7)

38 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(13)，省エネルギー設備等 23 19

(7)

39 住宅の所有の関係(2)，建築の時期(8)，省エネルギー設備等 17 17

(7)

8
住宅の種類

(２区分)　｢専用住宅｣，｢店舗その他の併用住宅｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

177 建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(6)，敷地に接して 111 88 57 36

いる道路の幅員(6)

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

14 住宅の所有の関係(6)，建て方(4)・建築の時期(13) 7 6 5 5 6 6 5 5 5 6

15 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)・建築の時期(6) 8 8

16 住宅の所有の関係(5)，構造(4) 8 7 7 7

● 一戸建及び長屋建の住宅数

48 建築の時期(9)，敷地面積に対する建築面積の割合(9) 32 28

49 建築の時期(9)，敷地面積に対する延べ面積の割合(12) 33 29

● 空き家数

51 空き家の種類(5)，建て方(4)，構造(3) 35 14 12 30 18 6 6 14

52 24 24 8 8

● 一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

51 建て方(4)，構造(3) 35 14 12 30 18 6 6 14

52 24 24 8 8

● 主世帯数

93 住宅の所有の関係(6)，建て方(4)，建築の時期(9)，最低居住 59

面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

94 建て方(3)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(6)，最低  50

居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

95 建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(2)，最低居住面積 37 37

水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 持ち家数

103 建築の時期(13)，延べ面積(6)，購入･新築･建て替え等(7) 65 20 31 7

104 建築の時期(13)，購入･新築･建て替え等(7) 13 16 54 6 7 21

111 建築の時期(9)，平成16年以降の増改築･改修工事等(8) 71 21 17 55 34 8 8 22

● 借家数及び１畳当たり家賃･間代

139 専用住宅の所有の関係(5)，家計を主に支える者の入居時期 84 22 42

(9)，建築の時期(9)

140 専用住宅の所有の関係(5)，建築の時期(9) 14 18 67 28

● 借家数

141 居住室の畳数(6)，専用住宅の所有の関係(5)・主世帯の家計 85 68 43

を主に支える者の入居時期(9)，１か月当たり家賃･間代(19)

142 居住室の畳数(6)，１か月当たり家賃･間代(10) 55 55

8
住宅の種類
（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

144 専用住宅の所有の関係(5)，居住室の畳数(6)，１畳当たり 87 23 15 19 70 44 9 7 9 29

家賃･間代(18)

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

173 敷地の所有の関係(3)，取得時期(13)，権利取得の相手方(6) 108 54

174 敷地の所有の関係(3)，取得時期(9)，権利取得の相手方(6) 87 35

● 借家に居住する高齢者主世帯数

197 専用住宅の所有の関係(4)，１か月当たり家賃(10) 126 69

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

205 建築の時期(8)，専用住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，高齢 132 72

者等のための設備状況(13)・洋式トイレの有無(2)

206 建築の時期(6)・延べ面積(6)・専用住宅の所有の関係(2)， 106 73 73 45

建て方(6)，高齢者等のための設備状況(13)・洋式トイレの

有無(2)

● 住宅数

21 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，台所の型(5) 13 8 9

● 住宅数

3 住宅の種類(2) 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

186 建築の時期(9)，水洗トイレの有無(2)，公共下水道の有無(2) 117 62

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

170 家計を主に支える者の男女，従業上の地位(3)，通勤時間(10) 106 25 53

● 65歳以上の世帯員のいる普通世帯数

207 建て方(2)，家族類型(16) 133 107

● 65歳以上の世帯員のいる普通世帯数

207 建て方(2)，家族類型(16) 133 107

● 住宅数

4 住宅の種類(2)，建築の時期(13) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(６区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家(木造，非木造)，給与住宅)｣

8
住宅の種類
（つづき）

9
住宅の所有
の　関　係

(７区分)　(一戸建･長屋建，共同住宅･その他)　　｢持ち家｣，｢持ち家以外（公営の借家，都市再生機構･
　　　　　公社の借家，民営借家(木造)，民営借家(非木造)，給与住宅，住宅に同居)｣

(10区分)　｢持ち家(うち一戸建)｣，｢借家(公営･都市再生機構･公社の借家(公営の借家，都市再生機構･
         公社の借家)，民営借家(一戸建，長屋建，共同住宅(木造)，共同住宅(非木造)，その他)，給与住宅)｣

(９区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営･都市再生機構･公社の借家(公営の借家，都市再生機構･公社の借家），
         民営借家(一戸建，長屋建，共同住宅(木造)，共同住宅(非木造)，その他)，給与住宅)」

(８区分)　｢持ち家｣，｢持ち家以外（公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家(木造)，民営借家
          (非木造)，給与住宅，住宅に同居，住宅以外の建物に居住)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏
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帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国
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県

*
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県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

18 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，延べ面積(18) 10

23 住宅の種類(2)・建て方(4)，構造(4)・建築の時期(13)， 14 9 7 8 10 10 9

設備状況(10)

34 住宅の種類(2)，建築の時期(13)，自動火災感知設備の状況(6) 21 10 17

38 住宅の種類(2)，建築の時期(13)，省エネルギー設備等(7) 23 19

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

14 住宅の種類(2)，建て方(4)・建築の時期(13) 7 6 5 5 6 6 5 5 5 6

● 住宅数

41-1 腐朽･破損の有無(2)，建築の時期(9) 25 11 8 9 21 14 11

41-2 腐朽･破損の有無(2)，建築の時期(8) 18 6

41-3 腐朽･破損の有無(2)，建築の時期(6) 19 7

177 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，敷地に接している道路の 111 88 57 36

幅員(6)

178-1 建築の時期(9)，最寄りの幅員６メートル以上の道路までの 112 89 58 37

距離(5)

179 建築の時期(9)，最寄りの交通機関までの距離(12) 113 90 59 38

181 建築の時期(9)，最寄りの医療機関までの距離(4)・公園まで 114 26 22 91 60 39

の距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)

183 建築の時期(9)，最寄りの緊急避難場所までの距離(5)・老人 115 27 23 92 61 40

デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの

距離(5)

190 最寄りの保育所までの距離(5)・小学校までの距離(5)・中学 120 97 72 72 63 41

校までの距離(5)

● 普通世帯数

59 世帯の種類(3)，家族類型(22)，家計を主に支える者の 39 33

年齢(12)

60 世帯の種類(3)，世帯の年間収入階級(13)，世帯人員(7) 40 34 21 16

61 世帯の種類(3)，家族類型(16)，世帯の年間収入階級(13) 41

71 家計を主に支える者の年齢(12)，世帯の年間収入階級(13)， 47

世帯の種類(3)

72 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(13)， 40

世帯の種類(3)

83 世帯の種類(3)，世帯の型(34)，居住室の畳数(13) 54

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）

(６区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家(木造)，民営借家(非木造)，
　　　　　給与住宅)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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圏
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区
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村

都

 
市

 
圏

86 世帯の種類(3)，世帯の年間収入階級(13)，１人当たり居住 55 46 28 19

室の畳数(14)

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

　 １世帯当たり居住室の畳数

67 家計を主に支える者の従業上の地位(7)，世帯の年間収入階級 45

(13)，世帯の種類(3)

68 家計を主に支える者の従業上の地位(3)，世帯の年間収入階級  39

(12)，世帯の種類(3)

● 普通世帯数及び１世帯当たり人員

70 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，従業上の地位(7)， 46

世帯の種類(3)

● 主世帯数

90 建て方(4)，世帯人員(6)，最低居住面積水準･誘導居住面積 57 19 12 15 48 29 20

水準状況(6)

92 建て方(4)・世帯人員(6)・世帯の型(14)・家計を主に支える 36 36

者の男女，年齢(6)・従業上の地位(7)，最低居住面積水準･

誘導居住面積水準状況(6)

93 住宅の種類(2)，建て方(4)，建築の時期(9)，最低居住面積 59

水準･誘導居住面積水準状況(6)

94 住宅の種類(2)・建て方(3)，建築の時期(9)，最低居住面積  50

水準･誘導居住面積水準状況(6)

97 居住面積(20)，最低居住面積水準による必要面積(19) 61

100-1 居住面積(19)，誘導居住面積水準による必要面積(18) 63

100-2 建て方(2)，居住面積(16)，誘導居住面積水準による必要 63

面積(15)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

167 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の従前の居住形態(8)， 104

従前の居住地

168 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の従前の居住地 84

● 高齢者普通世帯数

193 世帯の種類(3)，居住室数(7)・居住室の畳数(13) 123 66

● 高齢者主世帯数

195 延べ面積(14) 124 67

196 建て方(4)，最低居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6) 125 101 68

198 最寄りの医療機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・公民 127 102

館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで

の距離(5)・交通機関までの距離(12)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

201 居住面積(20)，最低居住面積水準による必要面積(19) 130

203-1 居住面積(19)，誘導居住面積水準による必要面積(18) 131

203-2 建て方(2)，居住面積(16)，誘導居住面積水準による必要 131

面積(15)

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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圏
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圏

報 告 書 掲 載 表
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町
　
　
村
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市

 
圏

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

171 家計を主に支える者の男女，通勤時間(10) 17 21 86 64 64 34

● 普通世帯数

87 家計を主に支える者の年齢(5)，別世帯となっている子の 56 18 14 47

居住地(7)，家族類型(6)

● 65歳以上の単身及び夫婦のみの普通世帯数

88 別世帯となっている子の居住地(7) 34

● 高齢者普通世帯数

199 別世帯となっている子の居住地(7) 128 29 24 103 70 44

● オートロック式の共同住宅に住む普通世帯数

28 家族類型(6) 17 13 11

● 平成16年以降現住居に入居したオートロック式の共同住宅に

　 住む普通世帯数

169-1 家計を主に支える者のの従前の居住形態(8) 105 85

● 住宅数

17 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(2)，延べ面積(6) 9 7 6 8 8 8

30 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(4)，自動火災感知設備の 19 15 12 10

状況(6)

36 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(4)，省エネルギー設備等(7) 22 18 13

● 専用住宅数

11 建て方(4)，構造(3)，階数(9)，建築の時期(9) 6

12 建て方(4)，階数(4) 6

13 建て方(4) 7

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

15 住宅の種類(2)，建て方(4)・建築の時期(6) 8 8

16 住宅の種類(2)，構造(4) 8 7 7 7

(６区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営･都市再生機構･公社の借家，民営借家，給与住宅)｣，｢同居世帯｣，｢住宅以外
　　　　　の建物に居住｣

（６区分） ｢持ち家｣，｢借家(公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家，給与住宅)｣，｢同居世帯｣

(５区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家，給与住宅)｣

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）

(６区分) ｢持ち家｣，｢持ち家以外(公営の借家，都市再生機構･公社の借家，民営借家，給与住宅，同居･住宅
        以外の建物に居住)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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村
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市

 
圏

● 一戸建及び長屋建の住宅数

46 建て方(2)，敷地面積(11) 30 26 16 12

47 建て方(2)，建築面積(9) 31 27 17 13

● 普通世帯数

62 世帯の種類(2)，家族類型(16)，世帯の年間収入階級(13) 35

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

　 １世帯当たり居住室の畳数

69 世帯の年間収入階級(12)，世帯の種類(2) 29 29

● 主世帯数

96 世帯の年間収入階級(7)，世帯人員(6)，最低 60 51

居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 非木造の共同住宅（専用住宅)数

155 建築の時期(8)，延べ面積(14) 94 49

● 非木造の共同住宅数

156 建築の時期(8)・延べ面積(6)，オートロックの別(2)，階数 95 77

(6)，エレベーターの有無(4)

● 平成16年以降現住居に入居した家計を主に支える者が雇用者

　 である主世帯数

172 延べ面積(6)，建て方(2)，家計を主に支える者の 107

通勤時間(10)

● 普通世帯数

87 家計を主に支える者の男女，年齢(5)，別世帯となっている 56 18 14 47

子の居住地(7)，家族類型(6)

● 65歳以上の単身及び夫婦のみの普通世帯数

88 別世帯となっている子の居住地(7) 34

● 高齢者普通世帯数

199 別世帯となっている子の居住地(7) 128 29 24 103 70 44

● 借家数及び１畳当たり家賃･間代

139 住宅の種類(2)，家計を主に支える者の入居時期(9)， 84 22 42

建築の時期(9)

140 住宅の種類(2)，建築の時期(9) 14 18 67 28

● 借家数

141 住宅の種類(2)，居住室の畳数(6)，主世帯の家計を主に支え 85 68 43

る者の入居時期(9)，１か月当たり家賃･間代(19)

144 住宅の種類(2)，居住室の畳数(6)，１畳当たり家賃･間代(18) 87 23 15 19 70 44 9 7 9 29

(５区分)　｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家(木造)｣，｢民営借家(非木造)｣，｢給与住宅｣

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）

(５区分)　｢持ち家｣，｢借家(公営･都市再生機構･公社の借家，民営借家，給与住宅)｣，｢住宅以外の建物に居住｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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市

 
圏

● 借家(専用住宅)数

145 建て方(4)，構造(2)，１畳当たり家賃(18) 88 45

146 構造(2)，１畳当たり家賃(9) 71 57

147 建て方(4)，構造(2)，延べ面積１㎡当たり家賃(18) 89

148 建て方(4)，構造(2)，延べ面積１㎡当たり家賃(18) 72

● 借家(専用住宅)数及び延べ面積１㎡当たり家賃

153 住宅の建て方(4)，構造(2) 92 75

● 借家に居住する高齢者主世帯数

197 住宅の種類(2)，１か月当たり家賃(10) 126 69

● 住宅数

22 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，台所の型(5) 6 7 9

● 平成16年以降の現住居に入居したオートロック式の共同住宅に

　住む普通世帯数

169-2 家計を主に支える者の従前の居住形態(4) 63

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

170 家計を主に支える者の男女，従業上の地位(3)，通勤時間(10) 106 25 53

171 家計を主に支える者の男女，通勤時間(10) 17 21 86 64 64 34

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

14 住宅の種類(2)，建て方(4)・建築の時期(13) 7 6 5 5 6 6 5 5 5 6

15 住宅の種類(2)，建て方(4)・建築の時期(6) 8 8

● 住宅数

18 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，延べ面積(18) 10

21 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，台所の型(5) 13 8 9

(２区分)　｢持ち家｣，｢借家｣

(３区分)　｢持ち家｣，｢借家｣，「同居世帯」

(２区分)　｢持ち家｣，｢持ち家以外｣

(３区分)　｢持ち家(うち一戸建)｣，｢借家｣

(４区分)　｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家｣，｢給与住宅｣

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

24 住宅の種類(2)，建て方(6)，建築の時期(8)，高齢者等の 15 11 11

ための設備状況(13)

25 住宅の種類(2)，建て方(6)，延べ面積(6)，高齢者等のため 16 12

の設備状況(13)

26 住宅の種類(2)，建て方(4)，高齢者等のための設備状況(13) 9

27 住宅の種類(2)，高齢者等のための設備状況(13) 10

30 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(4)，自動火災感知設備の 19 15 12 10

状況(6)

31 建て方(4)，構造(2)，自動火災感知設備の状況(6) 12 12

35 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，自動火災感知設備の状況(6) 15 15

36 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(4)，省エネルギー設備等 22 18 13

(7)

37 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(2)，省エネルギー設備等 16 16

(7)

39 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，省エネルギー設備等(7) 17 17

177 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，敷地に接している道路の 111 88 57 36

幅員(6)

178-2 建築の時期(9)，最寄りの幅員６メートル以上の道路までの 65

距離(5)

178-3 建築の時期(9)，最寄りの幅員６メートル以上の道路までの 66

距離(5)

180 最寄りの交通機関までの距離(12) 67 67

187 建築の時期(6)，水洗トイレの有無(2)，公共下水道の有無(2) 94 71 71

● 普通世帯数

84 世帯の種類(3)，世帯の型(34)，居住室の畳数(8) 45

● 主世帯数

73 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 48 24

高齢者等のための設備状況(13)

95 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，最低居住面積水準･誘導居 37 37

住面積水準状況(6)

98 居住面積(20)，最低居住面積水準による必要面積(19) 52

● 主世帯の１世帯当たり居住室の畳数

85 世帯の型(34) 33 33

● 65歳以上の単身及び夫婦のみの主世帯数

89 別世帯となっている子の居住地(7) 35

● 高齢者普通世帯数

194 世帯の種類(3)，居住室数(7)・居住室の畳数(8) 100 43

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

202 居住面積(20)，最低居住面積水準による必要面積(19) 104

205 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，建て方(6)，高齢者等のため 132 72

の設備状況(13)・洋式トイレの有無(2)

206 住宅の種類(2)・建築の時期(6)・延べ面積(6)，建て方(6)， 106 73 73 45

高齢者等のための設備状況(13)・洋式トイレの有無(2)

● 高齢者対応型共同住宅数

209 居住室数(7)，居住室の畳数(6) 135 109 74

● 平成16年以降に入居した高齢者対応型共同住宅に住む世帯数

211 居住室の畳数(6)，家計を主に支える者の従前の居住形態(3)， 137 111

従前の居住室の畳数(6)

● 高齢者主世帯が居住する住宅数

192 設備状況(10) 122 99 65

● 住宅数

24 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建築の時期(8)， 15 11 11

高齢者等のための設備状況(13)

25 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，延べ面積(6)，高齢 16 12

者等のための設備状況(13)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

205 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，専用住宅の所有の関係(2)， 132 72

高齢者等のための設備状況(13)・洋式トイレの有無(2)

206 住宅の種類(2)・建築の時期(6)・延べ面積(6)・専用住宅の 106 73 73 45

所有の関係(2)，高齢者等のための設備状況(13)・洋式トイ

レの有無(2)

● 借家に居住する主世帯数

149 世帯人員(6)，１か月当たり家賃(19) 90 73 46 30

● 民営借家（専用住宅）数

154 延べ面積(6)，１か月当たり家賃(19) 93 76 61 48

● むね数

54 構造(2)，階数(10)，建築の時期(13) 37 15 19

55 構造(2)，階数(10) 11 13 31 15

(６区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅(うちエレベーターあり，うち高齢者対応型共同住宅)｣，｢その他｣

(５区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅(木造)｣，｢共同住宅(非木造)｣，｢その他｣

9
住宅の所有
の　関　係
（つづき）

10
住宅の
建て方

(５区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅(うち高齢者対応型共同住宅)｣，｢その他｣

(８区分） ｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅(うちエレベーターあり(ドアの一部がガラス張り，防犯カメラの
         設置，これらの設備はない)，うち高齢者対応型共同住宅)｣，｢その他｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

8 構造(5)，階数(9)，建築の時期(13) 5 5 5 5 5

9 構造(5)，階数(5) 4 4

10 構造(3)，階数(4) 5 5

17 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，構造(2)，延べ面積(6) 9 7 6 8 8 8

20 住宅の種類(2)，構造(2)，建築の時期(9)，延べ面積(6) 12

23 住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(6)，構造(4)・建築の時期 14 9 7 8 10 10 9

(13)，設備状況(10)

26 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(2)，高齢者等のため 9

の設備状況(13)

29 住宅の種類(2)，構造(4)，延べ面積(14)，設備状況(13) 18 14

30 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，構造(4)，自動火災 19 15 12 10

感知設備の状況(6)

31 住宅の所有の関係(2)，構造(2)，自動火災感知設備の状況 12 12

(6)

32 65歳以上の世帯員の有無(2)，階数(9)，自動火災感知設備の 20 16

状況(6)

33-1 65歳以上の世帯員の有無(2)，階数(5)，自動火災感知設備の 13

設備状況(6)

33-2 65歳以上の世帯員の有無(2)，階数(4)，自動火災感知設備の 14

設備状況(6)

36 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，構造(4)，省エネル 22 18 13

ギー設備等(7)

37 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，構造(2)，省エネル 16 16

ギー設備等(7)

42-1 建物の構造(5)，腐朽･破損の有無(2)，階数(9) 26 22

42-2 建物の構造(2)，腐朽･破損の有無(2)，階数(5) 20

42-3 建物の構造(2)，腐朽･破損の有無(2)，階数(4) 21

● 専用住宅数

11 住宅の所有の関係(5)，構造(3)，階数(9)，建築の時期(9) 6

12 住宅の所有の関係(5)，階数(4) 6

13 住宅の所有の関係(5) 7

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

14 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)・建築の時期(13) 7 6 5 5 6 6 5 5 5 6

10
住宅の
建て方

（つづき）

(４区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅｣，｢その他｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

15 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)・建築の時期(6) 8 8

● 持ち家数

40 建物の構造(4)，世帯の年間収入階級(6)，住宅の耐震改修工 24 20

事の状況(6)

112 建築の時期(9)，65歳以上の世帯員の有無(2)，平成16年以降 72 56 35 23

の高齢者等のための設備工事の有無(6)

114 構造(5)，世帯の年間収入階級(6)，平成16年以降の増改築･ 74 57

改修工事等(8)

115 構造(4)・世帯の年間収入階級(5)，平成16年以降の増改築･ 39

改修工事等(8)

119 建物の構造(4)，建築の時期(8)，住宅の耐震改修工事の状況 76 59 36

(6)

120 建物の構造(4)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 42

125 リフォーム工事の状況(2)，住宅の耐震診断の有無(3)，構造 79 62 38 25

(4)

126 リフォーム工事の状況(2)，住宅の耐震診断の有無(3)，構造 46

(2)

133 リフォーム工事の状況(2)，世帯の年間収入階級(13)，構造 82 65 40 26

(4)

134 リフォーム工事の状況(2)，世帯の年間収入階級(6)，構造 51

(2)

● 空き家数

43-1 空き家の種類(5)，腐朽･破損の有無(2)，構造(5) 27 12 9 10 23

51 住宅の種類(2)・空き家の種類(5)，構造(3) 35 14 12 30 18 6 6 14

53 空き家の種類(5)，敷地に接している道路の幅員(6)・最寄り 36

の交通機関までの距離(12)・幅員６メートル以上の道路まで

の距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・

公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・  

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで

の距離(5)

● 一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

51 住宅の種類(2)，構造(3) 35 14 12 30 18 6 6 14

53 空き家の種類(5)，敷地に接している道路の幅員(6)・最寄り 36

の交通機関までの距離(12)・幅員６メートル以上の道路まで

の距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・

公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・  

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで

の距離(5)

● むね数

56 構造(2)，階数(4) 25 25

188 調査区の建ぺい率(7)，敷地面積に対する建築面積の割合(9) 118 95

189 調査区の容積率(10)，敷地面積に対する各住宅の延べ面積の 119 96

合計の割合(10)

10
住宅の
建て方

（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 主世帯数

65 世帯の型(14)，構造(5)，階数(9) 44 38

66 世帯の型(14)，構造(2)，階数(4) 28 28

74 建築の時期(9)，構造(2)，家計を主に支える者の年齢(6) 49 41

78 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(5)， 51 43

構造(2)

79 家計を主に支える者の年齢(6)，構造(2) 32 32

90 住宅の所有の関係(6)，世帯人員(6)，最低居住面積水準･ 57 19 12 15 48 29 20

誘導居住面積水準状況(6)

92 住宅の所有の関係(6)・世帯人員(6)・世帯の型(14)・家計を 36 36

主に支える者の男女，年齢(6)・従業上の地位(7)，最低居住

面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

93 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，最 59

低居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 借家(専用住宅)数

145 住宅の所有の関係(4)，構造(2)，１畳当たり家賃(18) 88 45

147 住宅の所有の関係(4)，構造(2)，延べ面積１㎡当たり家賃 89

(18)

148 住宅の所有の関係(4)，構造(2)，延べ面積１㎡当たり家賃 72

(18)

● 借家に居住する主世帯数

150-1 世帯人員(6)，１か月当たり家賃(10) 58

● 借家(専用住宅)数及び延べ面積１㎡当たり家賃

153 構造(2)，住宅の所有の関係(4) 92 75

● 高齢者主世帯数

196 住宅の所有の関係(6)，最低居住面積水準･誘導居住面積水準 125 101 68

状況(6)

● 主世帯数

94 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(6)，  50

最低居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

176 敷地の所有の関係(3)，取得時期(5)，敷地面積(7) 110 56

● 一戸建及び長屋建の住宅数

46 住宅の所有の関係(5)，敷地面積(11) 30 26 16 12

10
住宅の
建て方

（つづき）

(３区分)　｢一戸建･長屋建｣，｢共同住宅｣，｢その他｣

(３区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣，｢共同住宅･その他｣

(２区分)　｢一戸建｣，｢長屋建｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏
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離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

47 住宅の所有の関係(5)，敷地面積(9) 31 27 17 13

● 主世帯数

75 建築の時期(6)，構造(2)，家計を主に支える者の年齢(6) 30 30

● 持ち家として取得した中古住宅数

108 家計を主に支える者の入居時期(10)，建築の時期(12)，居住 68

室の畳数(6)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に

　 入居した主世帯数)

109 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，従前の居住形態(8) 69 33

110 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(13)， 70

従前の居住形態(8)

● 平成16年以降現住居に入居した家計を主に支える者が雇用者で

　 ある主世帯数

172 住宅の所有の関係(5)，延べ面積(6)，家計を主に支える者の 107

通勤時間(10)

● 65歳以上の世帯員のいる普通世帯数

207 住宅の所有の関係(8)，家族類型(16) 133 107

● 空き家数

43-2 空き家の種類(4)，腐朽･破損の有無(2)，構造(2) 22

● 持ち家数

116 構造(2)・世帯の年間収入階級(5)，平成16年以降の増改築･ 40

改修工事等(8)

121 建物の構造(2)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 43

127 住宅の耐震診断の有無(3)，構造(2) 47

135 構造(2)・世帯の年間収入階級(5)，リフォーム工事の状況 52

(2)

● 借家に居住する主世帯数

150-2 世帯人員(6)，１か月当たり家賃(10) 59

● 主世帯数

100-2 住宅の所有の関係(6)，居住面積(16)，誘導居住面積水準に 63

よる必要面積(15)

102-2 世帯の年間収入階級(13)，居住面積(16)，誘導居住面積水準 64

による必要面積(15)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

203-2 住宅の所有の関係(6)，居住面積(16)，誘導居住面積水準に 131

よる必要面積(15)

10
住宅の
建て方

（つづき）

(２区分)　｢一戸建｣，｢長屋建･共同住宅･その他｣

(２区分)　｢一戸建･長屋建｣，｢その他｣

(２区分)　｢一戸建･長屋建｣，｢共同住宅･その他｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大
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市

 
圏
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離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大
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市

 
圏
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帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

4 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

5 住宅の種類(2)，構造(5) 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

8 住宅の建て方(4)，構造(5)，階数(9) 5 5 5 5 5

23 住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(6)・建て方(4)，構造(4)， 14 9 7 8 10 10 9

設備状況(10)

34 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，自動火災感知設備の 21 10 17

状況(6)

38 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，省エネルギー設備等 23 19

(7)

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

14 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建て方(4) 7 6 5 5 6 6 5 5 5 6

● むね数

54 住宅の建て方(5)，構造(2)，階数(10) 37 15 19

● 持ち家数

103 住宅の種類(2)，延べ面積(6)，購入･新築･建て替え等(7) 65 20 31 7

104 住宅の種類(2)，購入･新築･建て替え等(7) 13 16 54 6 7 21

128 住宅の耐震診断の有無(3)，購入･新築･建て替え等(7) 80 63 39

136 リフォーム工事の状況(2)，腐朽･破損の有無(2) 83 66 41 27

● 持ち家として取得した中古住宅数

108 家計を主に支える者の入居時期(10)，住宅の建て方(2)， 68

居住室の畳数(6)

● 専用住宅数

11 住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(3)，階数(9) 6

● 住宅数

18 住宅の種類(2)，延べ面積(18)，専用住宅の所有の関係(6) 10

20 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(2)，延べ面積(6) 12

11
建築の時期

(13区分)　｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
         平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～15年｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，
          ｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

(12区分)　｢昭和35年以前｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～
         ７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～15年｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，｢平成18年｣，｢平成19年｣，
          ｢平成20年１月～９月｣

(９区分)　｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
         平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～17年｣，｢平成18年～20年９月｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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圏
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帯
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圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国
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圏
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都

道

府

県

*
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村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

21 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(10)，台所の型(5) 13 8 9

22 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(3)，台所の型(5) 6 7 9

41-1 住宅の所有の関係(6)，腐朽･破損の有無(2) 25 11 8 9 21 14 11

177 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(6)，敷地に接して 111 88 57 36

いる道路の幅員(6)

178-1 住宅の所有の関係(6)，最寄りの幅員６メートル以上の道路 112 89 58 37

までの距離(5)

178-2 住宅の所有の関係(2)，最寄りの幅員６メートル以上の道路 65

までの距離(5)

178-3 住宅の所有の関係(2)，最寄りの幅員６メートル以上の道路 66

までの距離(5)

179 住宅の所有の関係(6)，最寄りの交通機関までの距離(12) 113 90 59 38

181 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 114 26 22 91 60 39

公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)

182 最寄りの医療機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・ 68 68

公民館･集会所までの距離(4)

183 住宅の所有の関係(6)，最寄りの緊急避難場所までの距離(5)・ 115 27 23 92 61 40

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで

の距離(5)

184 最寄りの緊急避難場所までの距離(5)・老人デイサービス 69 69

センターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

186 住宅の所有の関係(9)，水洗トイレの有無(2)，公共下水道の 117 62

有無(2)

● 一戸建及び長屋建の住宅数

48 住宅の種類(2)，敷地面積に対する建築面積の割合(9) 32 28

49 住宅の種類(2)，敷地面積に対する延べ面積の割合(12) 33 29

● 主世帯数

74 建て方(4)，構造(2)，家計を主に支える者の年齢(6) 49 41

93 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建て方(4)，最低居 59

住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

94 住宅の種類(2)・建て方(3)，専用住宅の所有の関係(6)， 50

最低居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

95 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(2)，最低居住面積 37 37

水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 持ち家数

111 住宅の種類(2)，平成16年以降の増改築･改修工事等(8) 71 21 17 55 34 8 8 22

112 住宅の建て方(4)，65歳以上の世帯員の有無(2)，平成16年 72 56 35 23

以降の高齢者等のための設備工事の有無(6)

● 借家数及び１畳当たり家賃･間代

139 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5)，家計を主に支え 84 22 42

る者の入居時期(9)

140 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5) 14 18 67 28

11
建築の時期
（つづき）
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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市
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● 住宅数

6 住宅の種類(2)・構造(5) 2 2

24 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，高齢者 15 11 11

等のための設備状況(13)

35 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，自動火災感知設備の 15 15

状況(6)

39 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，省エネルギー設備等 17 17

(7)

41-2 住宅の所有の関係(6)，腐朽･破損の有無(2) 18 6

● 持ち家数

119 建物の構造(4)，建て方(4)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 76 59 36

129 住宅の耐震診断の有無(3)，購入･新築･建て替え等(7) 48

130 住宅の購入･新築･建て替え等(7)，耐震診断の有無(3) 49

137 リフォーム工事の状況(2)，腐朽･破損の有無(2) 53 11

● 非木造の共同住宅(専用住宅)数

155 住宅の所有の関係(5)，延べ面積(14) 94 49

● 非木造の共同住宅数

156 住宅の所有の関係(5)・延べ面積(6)，オートロックの別 95 77

(2)，階数(6)，エレベーターの有無(4)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

205 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，高齢 132 72

者等のための設備状況(13)，洋式トイレの有無(2)

● 住宅数

7 住宅の種類(2)・構造(5) 3 3

41-3 住宅の所有の関係(6)，腐朽･破損の有無(2) 19 7

187 住宅の所有の関係(2)，水洗トイレの有無(2)，公共下水道の 94 71 71

有無(2)

● 住宅数，世帯数，世帯人員，１住宅当たり居住室数，１住宅

　 当たり居住室の畳数，１住宅当たり延べ面積，１人当たり居

　 住室の畳数及び１室当たり人員

15 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4) 8 8

● 主世帯数

75 建て方(2)，構造(2)，家計を主に支える者の年齢(6) 30 30

11
建築の時期
（つづき）

(８区分)　｢昭和35年以前｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３～７年｣，
          ｢平成８年～12年｣，｢平成13年～17年｣，｢平成18年～20年９月｣

(６区分)　｢昭和45年以前｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～12年｣，｢平成13年～
          17年｣，｢平成18年～20年９月｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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● 持ち家数

105 住宅の購入･新築･建て替え等(7) 38 38 9 9

138 腐朽･破損の有無(2)，リフォーム工事の状況(2) 54 12

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

206 住宅の種類(2)・延べ面積(6)・専用住宅の所有の関係(2)， 106 73 73 45

建て方(6)，高齢者等のための設備状況(13)・洋式トイレ

の有無(2)

● 住宅数

18 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(6) 10

● 住宅数

19 住宅の種類(2)，延べ面積に占める居住室の広さの割合(9) 11

29 住宅の種類(2)，構造(4)，建て方(4)，設備状況(13) 18 14

● 借家(専用住宅)数

143 居住室数(7)・主世帯の家計を主に支える者の入居時期(6)・ 86 69 56

主世帯の年間収入階級(13)，１か月当たり家賃(10)

● 非木造の共同住宅(専用住宅)数

155 住宅の所有の関係(5)，建築の時期(8) 94 49

● 高齢者主世帯数

195 住宅の所有の関係(6) 124 67

● 住宅数

17 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(2) 9 7 6 8 8 8

20 住宅の種類(2)，建て方(4)，構造(2)，建築の時期(9) 12

25 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，高齢者 16 12

等のための設備状況(13)

44 腐朽･破損の有無(2)，構造(5)，住宅の設備状況(10) 28 13 10 11 24

● 持ち家数

103 住宅の種類(2)，建築の時期(13)，購入･新築･建て替え等(7) 65 20 31 7

● 民営借家(専用住宅)数

154 住宅の建て方(5)，１か月当たり家賃(19) 93 76 61 48

11
建築の時期
（つづき）

12
住 宅 の
延べ面積

(14区分)　｢19㎡以下｣，｢20～29㎡｣，｢30～39｣，｢40～49｣，｢50～59｣，｢60～69｣，｢70～79｣，｢80～89｣，
          ｢90～99｣，｢100～119｣，｢120～149｣，｢150～199｣，｢200～249｣，｢250㎡以上｣

(18区分)　｢19㎡以下｣，｢20～29㎡｣，｢30～39｣，｢40～49｣，｢50～59｣，｢60～69｣，｢70～79｣，｢80～89｣，
          ｢90～99｣，｢100～109｣，｢110～119｣，｢120～129｣，｢130～139｣，｢140～149｣，｢150～169｣，
          ｢170～199｣，｢200～249｣, ｢250㎡以上｣

(６区分)　｢29㎡以下｣，｢30～49㎡｣，｢50～69｣，｢70～99｣，｢100～149｣，｢150㎡以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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● 非木造の共同住宅数

156 住宅の所有の関係(5)・建築の時期(8)，オートロックの別 95 77

(2)，階数(6)，エレベーターの有無(4)

● 平成16年以降現住居に入居した家計を主に支える者が雇用者で

　ある主世帯数

172 住宅の所有の関係(5)，建て方(2)，家計を主に支える者の 107

通勤時間(10)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

206 住宅の種類(2)・建築の時期(6)・専用住宅の所有の関係 106 73 73 45

(2)，建て方(6)，高齢者等のための設備状況(13)・洋式

トイレの有無(2)

● 一戸建及び長屋建の住宅数

47 住宅の所有の関係(5)，建て方(2) 31 27 17 13

● 普通世帯数

80 世帯の年間収入階級(13)，世帯人員(7) 52 26

● 借家(専用住宅)数

143 主世帯の家計を主に支える者の入居時期(6)・主世帯の年間 86 69 56

収入階級(13)・延べ面積(14)，１か月当たり家賃(10)

● 高齢者普通世帯数

193 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，居住室の畳数(13) 123 66

194 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(8) 100 43

● 高齢者対応型共同住宅数

209 住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(6) 135 109 74

● 普通世帯数

81 世帯の年間収入階級(13)，世帯人員(7) 53 17 27

83 世帯の種類(3)，世帯の型(34)，住宅の所有の関係(6) 54

● 高齢者普通世帯数

193 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，居住室数(7) 123 66

12
住 宅 の
延べ面積
(つづき)

13
建築面積

14
居住室数

(９区分)　｢19㎡以下｣，｢20～29㎡｣，｢30～39｣，｢40～49｣，｢50～74｣，｢75～99｣，｢100～124｣，｢125～149｣，
          ｢150㎡以上｣

(10区分)　｢１室｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６｣，｢７｣，｢８｣，｢９｣，｢10室以上｣

(７区分)　｢１室｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６｣，｢７室以上｣

15
居住室
の畳数

(13区分)　｢5.9畳以下｣，｢6.0～8.9畳｣，｢9.0～11.9｣，｢12.0～14.9｣，｢15.0～17.9｣，｢18.0～20.9｣，｢21.0～
          23.9｣，｢24.0～26.9｣，｢27.0～29.9｣，｢30.0～35.9｣，｢36.0～47.9｣，｢48.0～59.9｣，｢60.0畳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 普通世帯数

82 世帯の年間収入階級(13)，世帯人員(7) 44

84 世帯の種類(3)，世帯の型(34)，住宅の所有の関係(2) 45

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数(従前の居住形態が

　 持ち家及び借家に住む世帯)

166 現在の居住形態(7)，家計を主に支える者の従前の居住形態 103 83

(6)，従前の居住室の畳数(8)

● 高齢者普通世帯数

194 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(2)，居住室数(7) 100 43

● 借家数

141 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5)・主世帯の家計を 85 68 43

主に支える者の入居時期(9)，１か月当たり家賃･間代(19)

142 住宅の種類(2)，１か月当たり家賃･間代(10) 55 55

144 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5)，１畳当たり 87 23 15 19 70 44 9 7 9 29

家賃･間代(18)

● 高齢者対応型共同住宅数

209 住宅の所有の関係(2)，居住室数(7) 135 109 74

● 平成16年以降に入居した高齢者対応型共同住宅に住む世帯数

211 住宅の所有の関係(2)，家計を主に支える者の従前の居住 137 111

形態(3)，従前の居住室の畳数(6)

● 持ち家として取得した中古住宅数

108 家計を主に支える者の入居時期(10)，住宅の建て方(2)， 68

建築の時期(12)

● 主世帯数

97 住宅の所有の関係(6)，最低居住面積水準による必要面積 61

(19)

98 住宅の所有の関係(2)，最低居住面積水準による必要面積 52

(19)

99 世帯の年間収入階級(13)，最低居住面積水準による必要面積 62

(19)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

201 住宅の所有の関係(6)，最低居住面積水準による必要面積 130

(19)

202 住宅の所有の関係(2)，最低居住面積水準による必要面積 104

(19)

15
居住室
の畳数
(つづき)

(８区分)　｢5.9畳以下｣，｢6.0～11.9畳｣，｢12.0～17.9｣，｢18.0～23.9｣，｢24.0～29.9｣，｢30.0～35.9｣，
          ｢36.0～47.9｣，｢48.0畳以上｣

(６区分)　｢5.9畳以下｣，｢6.0～11.9畳｣，｢12.0～17.9｣，｢18.0～23.9｣，｢24.0～29.9｣，｢30.0畳以上｣

(６区分)　｢17.9畳以下｣，｢18.0～23.9畳｣，｢24.0～29.9｣，｢30.0～35.9｣，｢36.0～47.9｣，｢48.0畳以上｣

16
居住面積

(20区分)　｢17㎡以下｣，｢18～24㎡｣，｢25～29｣，｢30～32｣，｢33～34｣，｢35～37｣，｢38～39｣，｢40～42｣，｢43～44｣，
　　　　　｢45～47｣，｢48～49｣，｢50～52｣，｢53～54｣，｢55～56｣，｢57～59｣，｢60～61｣，｢62～64｣，｢65～66｣，
　　　　　｢67～68｣，｢69㎡以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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● 主世帯数

100-1 住宅の所有の関係(6)，誘導居住面積水準による必要面積 63

(18)

101-1 誘導居住面積水準による必要面積(18) 53

102-1 世帯の年間収入階級(13)，誘導居住面積水準による必要面積 64

(18)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

203-1 住宅の所有の関係(6)，誘導居住面積水準による必要面積 131

(18)

204-1 誘導居住面積水準による必要面積(18) 105

● 主世帯数

100-2 住宅の所有の関係(6)，建て方(2)，誘導居住面積水準による 63

必要面積(15)

101-2 誘導居住面積水準による必要面積(15) 53

102-2 世帯の年間収入階級(13)，住宅の建て方(2)，誘導居住面積 64

水準による必要面積(15)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

203-2 住宅の所有の関係(6)，建て方(2)，誘導居住水準による必要 131

面積(15)

204-2 誘導居住面積水準による必要面積(15) 105

● 住宅数

29 住宅の種類(2)，構造(4)，建て方(4)，延べ面積(14) 18 14

● 住宅数

23 住宅の種類(2)・住宅の所有の関係(6)・建て方(4)，構造(4)・ 14 9 7 8 10 10 9

建築の時期(13)

44 腐朽･破損の有無(2)，構造(5)，延べ面積(6) 28 13 10 11 24

● 高齢者主世帯が居住する住宅数

192 住宅の建て方(8) 122 99 65

16
居住面積
(つづき)

17
住 宅 の
設備状況

(19区分)　｢36㎡以下｣，｢37～39㎡｣，｢40～54｣，｢55～59｣，｢60～64｣，｢65～69｣，｢70～74｣，｢75～79｣，
          ｢80～84｣，｢85～89｣，｢90～94｣，｢95～99｣，｢100～104｣，｢105～109｣，｢110～113｣，｢114～118｣，
          ｢119～123｣，｢124～128｣，｢129㎡以上｣

(16区分)　｢49㎡以下｣，｢50～54㎡｣，｢55～74｣，｢75～81｣，｢82～87｣，｢88～93｣，｢94～99｣，｢100～106｣，
　　　　　｢107～112｣，｢113～118｣，｢119～124｣，｢125～130｣，｢131～136｣，｢137～142｣，｢143～148｣，
          ｢149㎡以上｣

(13区分)　｢台所専用（｢独立の台所｣，｢食事室兼用｣，｢食事室･居間兼用｣，｢その他と兼用｣)｣，｢台所共用｣，
　　　　　｢水洗トイレ(｢あり｣，｢なし｣)｣，｢洋式トイレ(｢あり｣，｢なし｣)｣，「浴室(｢あり｣，｢なし｣)｣，
　　　　　｢洗面所(｢あり｣，｢なし｣)｣

(10区分)　｢台所専用｣，｢台所共用｣，｢水洗トイレ(｢あり｣，｢なし｣)｣，｢洋式トイレ(｢あり｣，｢なし｣)｣，
          ｢浴室(｢あり｣，｢なし｣)｣，｢洗面所(｢あり｣，｢なし｣)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 住宅数

21 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(10) 13 8 9

22 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(3) 6 7 9

● 住宅数

186 住宅の所有の関係(9)，建築の時期(9)，公共下水道の有無(2) 117 62

187 住宅の所有の関係(2)，建築の時期(6)，公共下水道の有無(2)  94 71 71

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

205 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，専用住宅の所有の関係(2)， 132 72

建て方(6)，高齢者等のための設備状況(13)

206 住宅の種類(2)・建築の時期(6)・延べ面積(6)・専用住宅の 106 73 73 45

所有の関係(2)，建て方(6)，高齢者等のための設備状況(13)

● 住宅数

24 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，建築の 15 11 11

時期(8)

25 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(6)，述べ面積 16 12

(6)

26 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(2)，建て方(4) 9

27 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(2) 10

● 主世帯数

64 最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離(5)，世帯内 43 16 37 27 23 17

の最高齢者の年齢階級(5)

73 住宅の所有の関係(2)，家計を主に支える者の年齢(5)，世帯 48 24

の年間収入階級(6)

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

205 住宅の種類(2)，建築の時期(8)，専用住宅の所有の関係(2)， 132 72

建て方(6)，洋式トイレの有無(2)

206 住宅の種類(2)・建築の時期(6)・延べ面積(6)・専用住宅の 106 73 73 45

所有の関係(2)，建て方(6)，洋式トイレの有無(2)

● 住宅数

30 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(4) 19 15 12 10

(２区分)　｢水洗トイレあり｣，｢水洗トイレなし｣

(２区分)　｢あり｣，｢なし｣

18
台所の型

(５区分)　｢独立の台所｣，｢食事室兼用｣，｢食事室･居間兼用｣，｢その他と兼用｣，｢他世帯と共用の台所｣

19
水洗トイレ
の　有　無

20
洋式トイレ
の  有  無

21
高齢者等
のための
設備状況

22
自動火災
感知設備
の状況

(13区分)　｢高齢者等のための設備がある(｢手すりがある(玄関，トイレ，浴室，脱衣所，廊下，階段，居住室，
         その他)｣，｢またぎやすい高さの浴槽｣，｢廊下などが車いすで通行可能な幅｣，｢段差のない屋内｣，
          ｢道路から玄関まで車いすで通行可能｣)｣，｢高齢者等のための設備はない｣

(６区分)　｢自動火災感知設備がある(寝室，台所，階段，廊下，その他)｣，｢自動火災感知設備はない｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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31 住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，構造(2) 12 12

32 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，階数(9) 20 16

33-1 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，階数(5) 13

33-2 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の建て方(4)，階数(4) 14

34 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建築の時期(13) 21 10 17

35 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建築の時期(8) 15 15

● 住宅数

36 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(5)，建て方(4)，構造(4) 22 18 13

37 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建て方(4)，構造(2) 16 16

38 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建築の時期(13) 23 19

39 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(2)，建築の時期(8) 17 17

● 住宅数

41-1 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9) 25 11 8 9 21 14 11

41-2 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(8) 18 6

41-3 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(6) 19 7

42-1 建物の構造(5)，建て方(4)，階数(9) 26 22

42-2 建物の構造(2)，建て方(4)，階数(5) 20

42-3 建物の構造(2)，建て方(4)，階数(4) 21

44 構造(5)，延べ面積(6)，住宅の設備状況(10) 28 13 10 11 24

● 空き家数

43-1 空き家の種類(5)，建て方(4)，構造(5) 27 12 9 10 23

43-2 空き家の種類(4)，建て方(2)，構造(2) 22

● 持ち家数

45 平成16年以降の住宅の増改築･改修工事等(8) 29 25 23 23 15

22
自動火災
感知設備
の状況

（つづき）

23
省エネル
ギー設備等

(７区分)　｢太陽熱を利用した温水機器等(あり，なし)｣，｢太陽光を利用した発電機器(あり，なし)｣，｢二重
          サッシ又は複層ガラスの窓(すべての窓にあり，一部の窓にあり，なし)｣

24
腐朽･破損
の 有　無

(２区分)　｢腐朽･破損あり｣，｢腐朽･破損なし｣
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集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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136 リフォーム工事の状況(2)，建築の時期(13) 83 66 41 27

137 リフォーム工事の状況(2)，建築の時期(8) 53 11

138 建築の時期(6)，リフォーム工事の状況(2) 54 12

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，階数(9)，オートロックの別(2)・１むね内 38 20

住宅数(8)

● 非木造の共同住宅数

156 住宅の所有の関係(5)・建築の時期(8)・延べ面積(6)， 95 77

オートロックの別(2)，階数(6)

● 共同住宅数

208 高齢者対応型共同住宅の別(2)，オートロックの別(2) 134 108 74 74 73 46

● 共同住宅数

208 オートロックの別(2)，エレベーターの有無(4) 134 108 74 74 73 46

● 長屋建及び共同住宅のむね数

57 建物の構造(2)，階数(9)，エレベーターの有無(4)・１むね 38 20

内住宅数(8)

● 非木造の共同住宅数

156 住宅の所有の関係(5)・建築の時期(8)・延べ面積(6)，階数 95 77

(6)，エレベーターの有無(4)

● 共同住宅数

208 高齢者対応型共同住宅の別(2)，エレベーターの有無(4) 134 108 74 74 73 46

● 持ち家数

103 住宅の種類(2)，建築の時期(13)，延べ面積(6) 65 20 31 7

104 住宅の種類(2)，建築の時期(13) 13 16 54 6 7 21

105 建築の時期(6) 38 38 9 9

128 住宅の耐震診断の有無(3)，建築の時期(13) 80 63 39

129 住宅の耐震診断の有無(3)，建築の時期(8) 48

130 建築の時期(8)，耐震診断の有無(3) 49

24
腐朽･破損
の 有　無
（つづき）

25
エレベー
ターの有無

26
高齢者対応
型共同住宅

の別

(４区分)　｢あり(ドアの一部がガラス張り，防犯カメラの設置，これらの設備はない)｣，｢なし｣

(２区分)　｢高齢者対応型共同住宅である｣，｢高齢者対応型共同住宅ではない｣

27
オートロッ
クの別

28
住宅の

購入･新築･
建て替え等

(２区分)　｢オートロック式｣，｢オートロック式ではない｣

(７区分)　｢新築の住宅を購入(都市再生機構･公社など，民間)｣，｢中古住宅を購入｣，｢新築(建て替えを
         除く)｣，｢建て替え｣，｢相続･贈与で取得｣，｢その他｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 平成16年以降建築された持ち家数

106 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，入居時期(2)，従前の 66 32

居住形態(8)

107 家計を主に支える者が雇用者である世帯の年間収入階級(13)， 67

年齢(6)，入居時期(2)，従前の居住形態(8)

● 持ち家数

45 腐朽･破損の有無(2) 29 25 23 23 15

111 住宅の種類(2)，建築の時期(9) 71 21 17 55 34 8 8 22

114 住宅の建て方(4)，構造(5)，世帯の年間収入階級(6) 74 57

115 住宅の建て方(4)，構造(4)・世帯の年間収入階級(5) 39

116 住宅の建て方(2)，構造(2)・世帯の年間収入階級(5) 40

● 持ち家に居住する主世帯数

117 世帯の型(34) 75 58

118 世帯の型(14) 41

● 持ち家に居住する主世帯数

157 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 96 78 50 31

共有の持ち分(5)<乙>

● 持ち家に居住する主世帯数

157 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 96 78 50 31

住宅の所有名義(4)<乙>

● 持ち家に居住する主世帯数

64 世帯内の最高齢者の年齢階級(5) 43 16 37 27 23 17

● 持ち家数

112 住宅の建て方(4)，建築の時期(9)，65歳以上の世帯員の有無 72 56 35 23

(2)

113 家計を主に支える者の年齢(12)，世帯の年間収入階級(6)， 73

65歳以上の世帯員の有無(2)

● 高齢者主世帯が居住する持ち家数

200 世帯の年間収入階級(12) 129 71

28
住宅の

購入･新築･
建て替え等
（つづき）

29
平成16年
以 降 の
増改築・
改修工事等

(８区分)　｢増改築・改修工事等をした(増築・間取りの変更，台所･トイレ･浴室･洗面所の改修工事，
         屋根･外壁等の改修工事，壁･柱･基礎等の補強工事，窓･壁等の断熱･結露防止工事，
         その他の工事)」，｢増改築･改修工事等をしていない」

30
住 宅 の
所有名義

31
住宅の共有
の持ち分

32
平成16年
以 降 の
高齢者等の
ための設備
工事の有無

(４区分)　｢世帯員の単独所有又は世帯員同士の共有(世帯主を含む)｣，｢他の世帯の世帯員又は法人などと
　　　　　共同で所有｣，｢住居又は生計をともにしていない配偶者･親など｣，｢その他の世帯の世帯員又は
　　　　　法人など｣

(５区分)　｢19％以下｣，｢20～39％｣，｢40～59｣，｢60～79｣，｢80％以上｣

(６区分)　｢高齢者等のための工事をした(階段や廊下の手すりの設置，屋内の段差の解消，浴室の工事，
　　　　　トイレの工事，その他)｣，｢高齢者等のための工事をしていない｣
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集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 持ち家数

122 耐震改修工事の状況(6) 77 60 44 44 37 24 10 10

125 リフォーム工事の状況(2)，建て方(4)，構造(4) 79 62 38 25

126 リフォーム工事の状況(2)，建て方(4)，構造(2) 46

127 建て方(2)，構造(2) 47

128 建築の時期(13)，購入･新築･建て替え等(7) 80 63 39

129 建築の時期(8)，購入･新築･建て替え等(7) 48

130 住宅の購入･新築･建て替え等(7)・建築の時期(8) 49

● 持ち家に居住する主世帯数

131 世帯の型(34) 81 64

132 世帯の型(14) 50

● 持ち家数

40 建物の構造(4)，建て方(4)，世帯の年間収入階級(6) 24 20

119 建物の構造(4)，建築の時期(8)，建て方(4) 76 59 36

120 建物の構造(4)，建て方(4) 42

121 建物の構造(2)，建て方(2) 43

122 住宅の耐震診断の有無(3) 77 60 44 44 37 24 10 10

● 持ち家に居住する主世帯数

123 世帯の型(34)・65歳以上の世帯員の有無(2) 78 61

124 世帯の型(14)・65歳以上の世帯員の有無(2) 45

● 持ち家数 79 62 38 25

125 住宅の耐震診断の有無(3)，建て方(4)，構造(4)

126 住宅の耐震診断の有無(3)，建て方(4)，構造(2) 46

133 世帯の年間収入階級(13)，建て方(4)，構造(4) 82 65 40 26

33
住宅の耐震
診断の有無

34
住宅の耐震
改修工事の

状況

35
リフォーム
工事の状況

(３区分)　｢耐震診断をしたことがある(耐震性が確保されていた､耐震性が確保されていなかった)｣，
　　　　　｢耐震診断をしたことはない｣

(６区分)　｢耐震改修工事をした(壁の新設･補強，筋かいの設置，基礎の補強，金具による補強，その他)｣，
　　　　　｢耐震改修工事をしていない｣

(２区分)　｢リフォーム工事を行った｣，｢リフォーム工事を行っていない｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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134 世帯の年間収入階級(6)，建て方(4)，構造(2) 51

135 住宅の建て方(2)，構造(2)・世帯の年間収入階級(5) 52

136 腐朽･破損の有無(2)，建築の時期(13) 83 66 41 27

137 腐朽･破損の有無(2)，建築の時期(8) 53 11

138 建築の時期(6)・腐朽･破損の有無(2) 54 12

● 世帯数及び世帯人員

191 都市計画の地域区分(70) 121 28 98 64 42

● 世帯数及び世帯人員

3 2※ 2 2 2 2※ 2※ 2 2 2 2※

● 普通世帯数

59 家族類型(22)，家計を主に支える者の年齢(12)，住宅の所有 39 33

の関係(6)

60 世帯の年間収入階級(13)，世帯人員(7)，住宅の所有の関係 40 34 21 16

(6)

61 家族類型(16)，世帯の年間収入階級(13)，住宅の所有の関係 41

(6)

63 家族類型(22)，家計を主に支える者の年齢(12)，敷地の所有 42 36 22

の関係(4)

71 家計を主に支える者の年齢(12)，世帯の年間収入階級(13)， 47

住宅の所有の関係(6)

72 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(13)， 40

住宅の所有の関係(6)

83 世帯の型(34)，住宅の所有の関係(6)，居住室の畳数(13) 54

84 世帯の型(34)，住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(8) 45

86 住宅の所有の関係(6)，世帯の年間収入階級(13)，１人当たり 55 46 28 19

居住室の畳数(14)

213 家族類型(16)，１人当たり居住室の畳数(9)，住宅･土地の 139 113 75 47

所有状況(17)<乙>

217 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)・世帯の 142 78

年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に

所有する住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途(4)，所有

する住宅数(7)<乙>

(３区分)　｢主世帯｣，｢同居世帯｣，｢住宅以外の建物に居住する世帯｣

35
リフォーム
工事の状況
（つづき）

36
世帯の種類

(５区分)　｢主世帯｣，｢同居世帯(うち普通世帯)｣，｢住宅以外の建物に居住する世帯(うち普通世帯)｣

(４区分)　｢主世帯(1人世帯，2人以上の世帯)｣，｢同居世帯又は住宅以外の建物に居住する世帯(普通世帯，
　　　　　準世帯)｣
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集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

　 １世帯当たり居住室の畳数

67 家計を主に支える者の従業上の地位(7)，世帯の年間収入階級 45

(13)，住宅の所有の関係(6)

68 家計を主に支える者の従業上の地位(3)，世帯の年間収入階級  39

(12)，住宅の所有の関係(6)

● 普通世帯数及び１世帯当たり人員

70 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，従業上の地位(7)， 46

住宅の所有の関係(6)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

167 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の従前の居住形態 104

(8)，従前の居住地

168 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の従前の居住地 84

● 高齢者普通世帯数

193 住宅の所有の関係(6)，居住室数(7)・居住室の畳数(13) 123 66

194 住宅の所有の関係(2)，居住室数(7)・居住室の畳数(8) 100 43

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)・世帯の 141 77

年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に

所有する住宅の主な用途(4)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)・世帯の 143 79

年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に

所有する住宅の延べ面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

225 家族類型(16)，１人当たり居住室の畳数(9)，現住居の敷地 146 82

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

226 家族類型(16)，１人当たり居住室の畳数(6)，現住居の敷地 120

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 高齢者普通世帯数

193 住宅の所有の関係(6)，居住室数(7)・居住室の畳数(13) 123 66

194 住宅の所有の関係(2)，居住室数(7)・居住室の畳数(8) 100 43

● 普通世帯数

62 家族類型(16)，世帯の年間収入階級(13)，住宅の所有の関係 35

(5)

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

 　１世帯当たり居住室の畳数

69 世帯の年間収入階級(12)，住宅の所有の関係(5) 29 29

(２区分)　｢主世帯｣，｢住宅以外の建物に居住する世帯｣

(２区分)　｢主世帯｣，｢同居世帯･住宅以外の建物に居住する世帯｣

36
世帯の種類
(つづき)
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集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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● 普通世帯数

60 世帯の種類(3)，世帯の年間収入階級(13)，住宅の所有の関係 40 34 21 16

(6)

80 世帯の年間収入階級(13)，居住室数(10) 52 26

81 世帯の年間収入階級(13)，居住室の畳数(13) 53 17 27

82 世帯の年間収入階級(13)，居住室の畳数(8) 44

● 主世帯数

90 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)，最低居住面積水準･ 57 19 12 15 48 29 20

誘導居住面積水準状況(6)

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯の型(14)・家計を  36 36

主に支える者の男女，年齢(6)・従業上の地位(7)，最低居住  

面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

96 世帯の年間収入階級(7)，住宅の所有の関係(5)，最低居住 60 51

面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 借家に居住する主世帯数

149 住宅の建て方(5)，１か月当たり家賃(19) 90 73 46 30

150-1 住宅の建て方(4)，１か月当たり家賃(10) 58

150-2 住宅の建て方(2)，１か月当たり家賃(10) 59

● 普通世帯数

59 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)，住宅の所有 39 33

の関係(6)

63 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)，敷地の所有 42 36 22

の関係(4)

● 普通世帯数

61 世帯の種類(3)，世帯の年間収入階級(13)，住宅の所有の関係 41

(6)

62 世帯の種類(2)，世帯の年間収入階級(13)，住宅の所有の関係 35

(5)

213 世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(9)，住宅･土地の 139 113 75 47

所有状況(17)<乙>

● 65歳以上の世帯員のいる普通世帯数

207 住宅の所有の関係(8)，建て方(2) 133 107

(７区分)　｢１人｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６｣，｢７人以上｣

37
世帯人員

38
家族類型

(16区分)

(６区分)　｢１人｣，｢２｣，｢３｣，｢４｣，｢５｣，｢６人以上｣

(22区分)
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集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

225 世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(9)，現住居の敷地 146 82

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

226 世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(6)，現住居の敷地 120

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● オートロック式の共同住宅に住む普通世帯数

28 住宅の所有の関係(6) 17 13 11

● 普通世帯数

87 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の男女，年齢(5)， 56 18 14 47

別世帯となっている子の居住地(7)

● 高齢者対応型共同住宅に住む世帯数

210 別世帯となっている子の居住地(7) 136 110 75 75

● 普通世帯数

83 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，居住室の畳数(13) 54

84 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(8) 45

● 主世帯の１世帯当たり居住室数

85 住宅の所有の関係(2) 33 33

● 主世帯数

91 家計を主に支える者の男女，年齢(12)・従業上の地位(7)・ 58 49 30

世帯の年間収入階級(13)，最低居住面積水準･誘導居住面積

水準状況(6)

● 持ち家に居住する主世帯数

117 平成16年以降の増改築･改修工事等(8) 75 58

123 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 78 61

131 住宅の耐震診断の有無(3) 81 64

● 借家に居住する主世帯数

151 １か月当たり家賃(19) 91 74 47

● 主世帯数

65 構造(5)，住宅の建て方(4)，階数(9) 44 38

66 構造(2)，住宅の建て方(4)，階数(4) 28 28

38
家族類型
（つづき）

39
世帯の型

(６区分)

(34区分)

(14区分)
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯人員(6)・家計を主に 36 36

支える者の男女，年齢(6)・従業上の地位(7)，最低居住面積

水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 持ち家に居住する主世帯数

118 平成16年以降の増改築･改修工事等(8) 41

124 65歳以上の世帯員の有無(2)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 45

132 住宅の耐震診断の有無(3) 50

● 借家に居住する主世帯数

152 １か月当たり家賃(10) 60 60

● 住宅数

32 住宅の建て方(4)，階数(9)，自動火災感知設備の状況(6) 20 16

33-1 住宅の建て方(4)，階数(5)，自動火災感知設備の状況(6) 13

33-2 住宅の建て方(4)，階数(4)，自動火災感知設備の状況(6) 14

● 持ち家数

112 住宅の建て方(4)，建築の時期(9)，平成16年以降の高齢者 72 56 35 23

等のための設備工事の有無(6)

113 家計を主に支える者の年齢(12)，世帯の年間収入階級(6)， 73

平成16年以降の高齢者等のための設備工事の有無(6)

● 持ち家に居住する主世帯数

123 世帯の型(34)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 78 61

124 世帯の型(14)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 45

● 主世帯数

64 高齢者等のための設備状況(13)・最寄りの老人デイサービス 43 16 37 27 23 17

センターまでの距離(5)

● 持ち家に居住する主世帯数

64 平成16年以降の高齢者等のための設備工事の有無(6) 43 16 37 27 23 17

● 普通世帯数

86 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)・世帯の年間収入階級(13 55 46 28 19

39
世帯の型
（つづき）

40
65歳以上の
世帯員の
有    無

41
世帯内の
最高齢者
の年齢階級

42
1人当たり
居 住 室
の 畳 数

(２区分)　｢65歳以上の世帯員がいる｣，｢65歳以上の世帯員はいない｣

(５区分)　｢45歳未満｣，｢45～54歳｣，｢55～64｣，｢65～74｣，｢75歳以上｣

(14区分)　｢2.9畳以下｣，｢3.0～3.4畳｣，｢3.5～3.9｣，｢4.0～4.4｣，｢4.5～4.9｣，｢5.0～5.9｣，｢6.0～6.9｣，
　　　　　｢7.0～7.9｣，｢8.0～8.9｣，｢9.0～9.9｣，｢10.0～11.9｣，｢12.0～14.9｣，｢15.0～17.9｣，
　　　　　｢18.0畳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 普通世帯数

213 家族類型(16)・世帯の種類(3)，住宅･土地の所有状況(17) 139 113 75 47

<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

225 家族類型(16)・世帯の種類(3)，現住居の敷地以外に所有 146 82

する土地の所在地(3)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

226 家族類型(16)・世帯の種類(3)，現住居の敷地以外に所有する  120

土地の所在地(3)<乙>

● 高齢者対応型共同住宅である借家数

212-1 家計を主に支える者の入居時期(2)，１か月当たり家賃(7) 138

● 高齢者対応型共同住宅である借家数

212-2 家計を主に支える者の入居時期(2)，１か月当たり家賃(7) 112

● 主世帯数

90 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)，世帯人員(6) 57 19 12 15 48 29 20

91 世帯の型(34)・家計を主に支える者の男女，年齢(12)・従業 58 49 30

上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯人員(6)・世帯の型 36 36

(14)・家計を主に支える者の男女，年齢(6)・従業上の地位(7)  

93 住宅の種類(2)，住宅の所有の関係(6)，建て方(4)，建築の 59

時期(9)

94 住宅の種類(2)・建て方(3)，建築の時期(9)，専用住宅の 50

所有の関係(6)

95 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(2) 37 37

96 世帯の年間収入階級(7)，住宅の所有の関係(5)，世帯人員(6) 60 51

● 高齢者主世帯数

196 住宅の所有の関係(6)・建て方(4) 125 101 68

42
1人当たり
居 住 室
の 畳 数
（つづき）

43
最低居住
面積水準･
誘導居住面
積水準状況

(９区分)　｢2.9畳以下｣，｢3.0～4.4畳｣，｢4.5～5.9｣，｢6.0～7.9｣，｢8.0～9.9｣，｢10.0～11.9｣，｢12.0～
　　　　　14.9｣，｢15.0～17.9｣，｢18.0畳以上｣

(６区分)　｢4.4畳以下｣，｢4.5～5.9畳｣，｢6.0～7.9｣，｢8.0～9.9｣，｢10.0～14.9｣，｢15.0畳以上｣

(６区分)　｢5.9畳以下｣，｢6.0～7.9畳｣，｢8.0～9.9｣，｢10.0～11.9｣，｢12.0～14.9｣，｢15.0畳以上｣

(３区分)　｢7.9畳以下｣，｢8.0～11.9畳｣，｢12.0畳以下｣

(６区分)　｢最低居住面積水準(水準以上の世帯，水準未満の世帯)｣，｢誘導居住面積水準(水準以上の世帯，
　　　　　水準未満の世帯)｣，｢都市居住型誘導居住面積水準(水準以上の世帯，水準未満の世帯)｣，
　　　　　｢一般型誘導居住面積水準(水準以上の世帯，水準未満の世帯)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 主世帯数

97 住宅の所有の関係(6)，居住面積(20) 61

98 住宅の所有の関係(2)，居住面積(20) 52

99 世帯の年間収入階級(13)，居住面積(20) 62

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

201 住宅の所有の関係(6)，居住面積(20) 130

202 住宅の所有の関係(2)，居住面積(20) 104

● 主世帯数

100-1 住宅の所有の関係(6)，居住面積(19) 63

101-1 居住面積(19) 53

102-1 世帯の年間収入階級(13)，居住面積(19) 64

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

203-1 住宅の所有の関係(6)，居住面積(19) 131

204-1 居住面積(19) 105

● 主世帯数

100-2 住宅の所有の関係(6)，建て方(2)，居住面積(16) 63

101-2 居住面積(16) 53

102-2 世帯の年間収入階級(13)，住宅の建て方(2)，居住面積(16) 64

● 65歳以上の世帯員のいる主世帯数

203-2 住宅の所有の関係(6)・建て方(2)，居住面積(16) 131

204-2 居住面積(16) 105

44
最低居住
面積水準
に よ る
必要面積

(19区分)　｢18～24㎡｣，｢25～29｣，｢30～32｣，｢33～34｣，｢35～37」，「38～39」，「40～42」，「43～44」，
　　　　 「45～47」，「48～49」，「50～52」，「53～54」，「55～56」，「57～59」，「60～61」，
　　　　 「62～64」，「65～66」，「67～68」，「69㎡以上」

45
誘導居住
面積水準
に よ る
必要面積

(18区分)　(都市居住型誘導居住面積水準)

(15区分)　(一般型誘導居住面積水準)
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 普通世帯数

60 世帯の種類(3)，世帯人員(7)，住宅の所有の関係(6) 40 34 21 16

61 世帯の種類(3)，家族類型(16)，住宅の所有の関係(6) 41

62 世帯の種類(2)，家族類型(16)，住宅の所有の関係(5) 35

71 家計を主に支える者の年齢(12)，世帯の種類(3)，住宅の 47

所有の関係(6)

72 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の種類(3)，住宅の 40

所有の関係(6)

80 世帯人員(7)，居住室数(10) 52 26

81 世帯人員(7)，居住室の畳数(13) 53 17 27

82 世帯人員(7)，居住室の畳数(8) 44

86 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，１人当たり居住室の 55 46 28 19

畳数(14)

214 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)，住宅･ 140 114 76 48

土地の所有状況(17)<乙>

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 142 78

地位(7)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する

住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途(4)，所有する

住宅数(7)<乙>

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

　 １世帯当たり居住室の畳数

67 家計を主に支える者の従業上の地位(7)，世帯の種類(3)， 45

住宅の所有の関係(6)

● 主世帯数

91 世帯の型(34)・家計を主に支える者の男女，年齢(12)・ 58 49 30

従業上の地位(7)，最低居住面積水準･誘導居住面積水準

状況(6)

99 居住面積(20)，最低居住面積水準による必要面積(19) 62

102-1 居住面積(19)，誘導居住面積水準による必要面積(18) 64

102-2 住宅の建て方(2)，居住面積(16)，誘導居住面積水準による 64

必要面積(15)

● 平成16年以降建築された持ち家数

107 年齢(6)，入居時期(2)，従前の居住形態(8)，住宅の購入･ 67

新築･建て替え等(7)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に

　 入居した主世帯数)

110 家計を主に支える者の年齢(6)，従前の居住形態(8)，住宅の 70

建て方(2)

● 持ち家数

133 リフォーム工事の状況(2)，建て方(4)，構造(4) 82 65 40 26

46
世帯の年間
収入階級

(13区分)　｢100万円未満｣，｢100～200｣，｢200～300｣，｢300～400｣，｢400～500｣，｢500～600｣，｢600～700｣，
　　　　　｢700～800｣，｢800～900｣，｢900～1000｣，｢1000～1500｣，｢1500～2000｣，｢2000万円以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 借家(専用住宅)数

143 居住室数(7)・主世帯の家計を主に支える者の入居時期(6)・ 86 69 56

延べ面積(14)，１か月当たり家賃(10)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 141 77

地位(7)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する

住宅の主な用途(4)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 143 79

地位(7)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する

住宅の延べ面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

227 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)，現住居の 147 83

敷地以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び

　 所有件数

229 現住居の敷地以外に所有する宅地などの所有形態(2)・ 148 84

取得方法(6)・所得時期(13)<乙>

230 現住居の敷地以外に所有する宅地などの所有形態(2)・ 122 54

取得方法(5)・所得時期(9)<乙>

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

   １世帯当たり居住室の畳数

68 家計を主に支える者の従業上の地位(3)，世帯の種類(3)， 39

住宅の所有の関係(6)

69 世帯の種類(2)，住宅の所有の関係(5) 29 29

● 高齢者主世帯が居住する持ち家数

200 平成16年以降の高齢者等のための設備工事の有無(6) 129 71

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

163 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 101

年齢(6)，従前の居住形態(11)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

216 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・現住居の 115 49

所有の関係(2)，現住居以外に所有する住宅の主な用途(4)

<乙>

● 普通世帯数

218 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・現住居の 116 50

所有の関係(2)，現住居以外に所有する住宅の有無(2)，所有

する住宅の主な用途(4)・所有する住宅数(3)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

220 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・現住居の 117 51

所有関係(2)，現住居以外に所有する住宅の延べ面積(6)<乙>

46
世帯の年間
収入階級
(つづき)

(12区分)  ｢100万円未満｣，｢100～200｣，｢200～300｣，｢300～400｣，｢400～500｣，｢500～600｣，｢600～700｣，
　　　　　｢700～800｣，｢800～900｣，｢900～1000｣，｢1000～1500｣，｢1500万円以上｣

(９区分)　｢200万円未満｣，｢200～300｣，｢300～400｣，｢400～500｣，｢500～700｣，｢700～1000｣，｢1000～1500｣，
　　　　　｢1500～2000｣，｢2000万円以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

　 １件当たり所有面積

228 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)，現住居の 121

敷地以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 主世帯数

96 住宅の所有の関係(5)，世帯人員(6)，最低居住面積水準･誘導 60 51

居住面積水準状況(6)

● 持ち家数

40 建物の構造(4)，建て方(4)，住宅の耐震改修工事の状況(6) 24 20

113 家計を主に支える者の年齢(12)，65歳以上の世帯員の有無 73

(2)，平成16年以降の高齢者等のための設備工事の有無(6)

114 住宅の建て方(4)，構造(5)，平成16年以降の増改築･改修工事 74 57

等(8)

134 リフォーム工事の状況(2)，建て方(4)，構造(2) 51

● 主世帯数

73 住宅の所有の関係(2)，家計を主に支える者の年齢(5)， 48 24

高齢者等のための設備状況(13)

● 持ち家に居住する主世帯数

157 家計を主に支える者の年齢(5)，住宅の所有名義(4)，共有の 96 78 50 31

持ち分(5)<乙>

● 所有地に居住する主世帯数

158 家計を主に支える者の年齢(5)，敷地の所有名義(4)，共有の 97 79 51 32

持ち分(5)<乙>

● 平成16年以降敷地を取得した主世帯数

175 家計を主に支える者の年齢(5)，敷地の所有の関係(3)，敷地 109 55

の権利取得の相手方(6)

● 借家に居住する主世帯数

76 家計を主に支える者の年齢(6)，１か月当たり家賃(10) 50 42 25 18

● 主世帯数

78 家計を主に支える者の年齢(6)，住宅の建て方(4)，構造(2) 51 43

● 持ち家数

115 住宅の建て方(4)，構造(4)，平成16年以降の増改築･改修工事 39

等(8)

116 住宅の建て方(2)，構造(2)，平成16年以降の増改築･改修工事 40

等(8)

135 住宅の建て方(2)，構造(2)，リフォーム工事の状況(2) 52

(６区分)  ｢300万円未満｣，｢300～500｣，｢500～700｣，｢700～1000｣，｢1000～1500｣，｢1500万円以上｣

(５区分)  ｢300万円未満｣，｢300～500｣，｢500～700｣，｢700～1000｣，｢1000万円以上｣

46
世帯の年間
収入階級
(つづき)

(７区分)  ｢100万円未満｣，｢100～200｣，｢200～300｣，｢300～500｣，｢500～700｣，｢700～1000｣，｢1000万円以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 借家数

141 住宅の種類(2)，居住室の畳数(6)，専用住宅の所有の関係(5) 85 68 43

・主世帯の家計を主に支える者の入居時期(9)

● 借家数

142 住宅の種類(2)・居住室の畳数(6) 55 55

● 借家に居住する主世帯数

149 住宅の建て方(5)，世帯人員(6) 90 73 46 30

151 世帯の型(34) 91 74 47

● 民営借家(専用住宅)数

154 住宅の建て方(5)，延べ面積(6) 93 76 61 48

● 借家に居住する主世帯数

76 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(5) 50 42 25 18

77 家計を主に支える者の年齢(6) 31 31

150-1 住宅の建て方(4)，世帯人員(6)  58

150-2 住宅の建て方(2)，世帯人員(6) 59

152 世帯の型(14) 60 60

● 借家(専用住宅)数

143 居住室数(7)・主世帯の家計を主に支える者の入居時期(6)・ 86 69 56

主世帯の年間収入階級(13)・延べ面積(14)

● 借家に居住する高齢者主世帯数

197 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(4) 126 69

● オートロック式の共同住宅の借家数

161-1 家計を主に支える者の入居時期(6) 99 81

● 高齢者対応型共同住宅である借家数

212-1 家計を主に支える者の入居時期(2)，１人当たり居住室の畳数 138

(6)

212-2 家計を主に支える者の入居時期(2)，１人当たり居住室の畳数 112

(3)

(19区分)

(10区分)

(19区分)

(10区分)

47
１か月当た
り家賃･間代

48
１か月当た
り家賃

(７区分)
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● オートロック式の共同住宅の借家数

161-2 家計を主に支える者の入居時期(6) 62

● 借家数

144 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5)，居住室の畳数(6) 87 23 15 19 70 44 9 7 9 29

● 借家(専用住宅)数

145 住宅の所有の関係(4)，建て方(4)，構造(2) 88 45

● 借家(専用住宅)数

146 住宅の所有の関係(4)・構造(2) 71 57

● 借家(専用住宅)数

147 住宅の所有の関係(4)，建て方(4)，構造(2) 89

148 住宅の所有の関係(4)・建て方(4)，構造(2) 72

● 普通世帯数

159 家計を主に支える者の入居時期(13) 98 24 52

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

162 家計を主に支える者の入居時期(5)，年齢(6)，従業上の地位 100

(3)，従前の居住形態(11)

163 家計を主に支える者の入居時期(5)，年齢(6)，従前の居住 101

形態(11)，世帯の年間収入階級(9)

164 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，従前の居住形態(8) 102

● 普通世帯数

160 家計を主に支える者の入居時期(9) 16 20 80 33

(18区分)

(10区分)  ｢主世帯｣，(｢持ち家(｢一戸建･長屋建｣,｢共同住宅･その他｣)｣，｢公営の借家｣，｢都市再生機構･
　　　　　公社の借家｣，｢民営借家｣(｢一戸建･長屋建｣,｢共同住宅｣,｢その他｣)｣，｢給与住宅｣)｣，｢同居世帯｣，
　　　　　｢住宅以外の建物に居住する世帯」

(７区分) 「主世帯｣，｢持ち家｣，｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家(｢一戸建･長屋建｣，
          ｢共同住宅･その他｣)｣，｢給与住宅｣，｢同居世帯･住宅以外の建物に居住する世帯」

48
１か月当た
り家賃

（つづき）

49
１畳当たり
家賃･間代

50
１畳当たり
家    賃

(５区分)

(18区分)

(18区分)

(９区分)

51
延べ面積
１㎡当たり
家    賃

52
現 在 の
居住形態
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村
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区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

165 家計を主に支える者の男女，年齢(6)，従前の居住形態(8) 82

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数(従前の居住形態が

　 持ち家及び借家に住む世帯)

166 居住室の畳数(8)，家計を主に支える者の従前の居住形態(6)， 103 83

従前の居住室の畳数(8)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 141 77

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，現住居以外に所有する

住宅の主な用途(4)<乙>

● 普通世帯数

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 142 78

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，現住居以外に所有する

住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途(4)，所有する住宅  

数(7)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 143 79

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，現住居以外に所有する

住宅の延べ面積(6)<乙>

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

216 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 115 49

年間収入階級(9)，現住居以外に所有する住宅の主な用途

(4)<乙>

● 普通世帯数

218 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 116 50

年間収入階級(9)，現住居以外に所有する住宅の有無(2)，

所有する住宅の主な用途(4)・所有する住宅数(3)<乙> 

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

220 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 117 51

年間収入階級(9)，現住居以外に所有する住宅の延べ面積

(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

221 現住居の敷地以外に所有する宅地などの所有形態(2)・取得 144 80

方法(6)・取得時期(13)<乙>

222 現住居の敷地以外に所有する宅地などの所有形態(2)・取得 118 52

方法(5)・取得時期(9)<乙>

223 現住居の敷地以外に所有する宅地などの利用現況(12)・宅地 145 81

などにある建物の所有者(6)・宅地などの主たる使用者(3)

<乙>

224 現住居の敷地以外に所有する宅地などの利用現況(5)・宅地 119 53

などにある建物の所有者(4)・宅地などの主たる使用者(3)  

<乙>

(８区分) 「持ち家｣，｢持ち家以外（｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家｣，｢給与住宅｣，
　　　　　｢住宅に同居｣，｢住宅以外の建物に居住(自己所有，賃貸・貸与)｣)｣

(２区分)  ｢持ち家｣，｢持ち家以外」

52
現 在 の
居住形態
（つづき）

53
現住居の
所有の関係
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距
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帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国
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圏
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帯

都

道

府
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*

市 区
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*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 普通世帯数及び１世帯当たり人員

70 家計を主に支える者の年齢(12)，従業上の地位(7)，世帯の 46

種類(3)，住宅の所有の関係(6)

● 普通世帯数

87 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の年齢(5)， 56 18 14 47

別世帯となっている子の居住地(7)，家族類型(6)

● 主世帯数

91 世帯の型(34)・家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 58 49 30

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，最低居住面積水準･

誘導居住面積水準状況(6)

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯人員(6)・世帯の型 36 36

(14)・家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(7)，

最低居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 平成16年以降建築された持ち家数

106 家計を主に支える者の年齢(12)，入居時期(2)，従前の居住 66 32

形態(8)，住宅の購入･新築･建て替え等(7)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に  

   入居した主世帯数)

109 家計を主に支える者の年齢(12)，従前の居住形態(8)，住宅の 69 33

建て方(2)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

164 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の年齢(12)，従前 102

の居住形態(8)

165 現在の居住形態(7)，家計を主に支える者の年齢(6)，従前の 82

居住形態(8)

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

170 住宅の所有の関係(8)，家計を主に支える者の従業上の地位 106 25 53

(3)，通勤時間(10)

171 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の通勤時間(10) 17 21 86 64 64 34

● 普通世帯数

59 世帯の種類(3)，家族類型(22)，住宅の所有の関係(6) 39 33

63 世帯の種類(3)，家族類型(22)，敷地の所有の関係(4) 42 36 22

71 世帯の年間収入階級(13)，世帯の種類(3)，住宅の所有の関係 47

(6)

214 従業上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，住宅･土地の 140 114 76 48

所有状況(17)<乙>

217 世帯の種類(3)・従業上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・ 142 78

現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する住宅の有無

(2)，所有する住宅の主な用途(4)，所有する住宅数(7)<乙>

● 普通世帯数及び１世帯当たり人員

70 家計を主に支える者の男女，従業上の地位(7)，世帯の種類 46

(3)，住宅の所有の関係(6)

54
家計を主に
支える者の
男      女

55
家計を主に
支える者の
年      齢

(２区分)

(12区分)  ｢25歳未満｣，｢25～29歳｣，｢30～34｣，｢35～39｣，｢40～44｣，｢45～49｣，｢50～54｣，｢55～59｣，
　　　　　｢60～64｣，｢65～69｣，｢70～74｣，｢75歳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 主世帯数

91 世帯の型(34)・家計を主に支える者の男女・従業上の地位 58 49 30

(7)･世帯の年間収入階級(13)，最低居住面積水準･誘導居住

面積水準状況(6)

● 平成16年以降建築された持ち家数

106 家計を主に支える者の男女，入居時期(2)，従前の居住形態 66 32

(8)，住宅の購入･新築･建て替え等(7)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に  

   入居した主世帯数)

109 家計を主に支える者の男女，従前の居住形態(8)，住宅の 69 33

建て方(2)

● 持ち家数

113 世帯の年間収入階級(6)，65歳以上の世帯員の有無(2)，平成 73

16年以降の高齢者等のための設備工事の有無(6)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

164 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の男女，従前の 102

居住形態(8)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 世帯の種類(3)・従業上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・ 141 77

現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する住宅の主な

用途(4)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 世帯の種類(3)・従業上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・ 143 79

現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有する住宅の延べ

面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

   １件当たり所有面積 

227 従業上の地位(7)・世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地 147 83

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 普通世帯数

72 世帯の年間収入階級(13)，世帯の種類(3)，住宅の所有の 40

関係(6)

218 従業上の地位(3)・世帯の年間収入階級(9)・現住居の所有の 116 50

関係(2)，現住居以外に所有する住宅の有無(2)，所有する

住宅の主な用途(4)・所有する住宅数(3)<乙>

● 主世帯数

74 建築の時期(9)，建て方(4)，構造(2) 49 41

75 建築の時期(6)，建て方(2)，構造(2) 30 30

78 世帯の年間収入階級(5)，住宅の建て方(4)，構造(2) 51 43

79 住宅の建て方(4)，構造(2) 32 32

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯人員(6)・世帯の型 36 36

(14)・家計を主に支える者の男女・従業上の地位(7)，最低

居住面積水準･誘導居住面積水準状況(6)

55
家計を主に
支える者の
年      齢
（つづき）

(６区分)  ｢25歳未満｣，｢25～34歳｣，｢35～44｣，｢45～54｣，｢55～64｣，｢65歳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大
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市

 
圏
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帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 借家に居住する主世帯数

76 世帯の年間収入階級(5)，１か月当たり家賃(10) 50 42 25 18

77 １か月当たり家賃(10) 31 31

● 平成16年以降建築された持ち家数

107 家計を主に支える者が雇用者である世帯の年間収入階級(13)， 67

入居時期(2)，従前の居住形態(8)，住宅の購入･新築･

建て替え等(7)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に  

   入居した主世帯数)

110 世帯の年間収入階級(13)，従前の居住形態(8)，住宅の建て方 70

(2)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

162 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 100

従業上の地位(3)，従前の居住形態(11)

163 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 101

従前の居住形態(11)，世帯の年間収入階級(9)

165 現在の居住形態(7)，家計を主に支える者の男女，従前の 82

居住形態(8)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

216 従業上の地位(3)・世帯の年間収入階級(9)・現住居の所有の 115 49

関係(2)，現住居以外に所有する住宅の主な用途(4)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

220 従業上の地位(3)・世帯の年間収入階級(9)・現住居の所有の 117 51

関係(2)，現住居以外に所有する住宅の延べ面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

   １件当たり所有面積

228 従業上の地位(3)・世帯の年間収入階級(9)，現住居の敷地 121

以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 主世帯数

73 住宅の所有の関係(2)，世帯の年間収入階級(6)，高齢者等の 48 24

ための設備状況(13)

● 普通世帯数

87 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の男女，別世帯と 56 18 14 47

なっている子の居住地(7)，家族類型(6)

● 持ち家に居住する主世帯数

157 世帯の年間収入階級(6)，住宅の所有名義(4)，共有の持ち分 96 78 50 31

(5)<乙>

● 所有地に居住する主世帯数

158 世帯の年間収入階級(6)，敷地の所有名義(4)，共有の持ち分 97 79 51 32

(5)<乙>

● 平成16年以降敷地を取得した主世帯数

175 敷地の所有の関係(3)，世帯の年間収入階級(6)，敷地の権利 109 55

取得の相手方(6)

55
家計を主に
支える者の
年      齢
（つづき）

(５区分)  ｢30歳未満｣，｢30～39歳｣，｢40～49｣，｢50～59｣，｢60歳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大
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圏
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帯
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圏

報 告 書 掲 載 表
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村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

   １世帯当たり居住室の畳数

67 世帯の年間収入階級(13)，世帯の種類(3)，住宅の所有の 45

関係(6)

● 普通世帯数及び１世帯当たり人員

70 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，世帯の種類(3)， 46

住宅の所有の関係(6)

● 主世帯数

91 世帯の型(34)・家計を主に支える者の男女，年齢(12)・ 58 49 30

世帯の年間収入階級(13)，最低居住面積水準･誘導居住

面積水準状況(6)

92 住宅の所有の関係(6)・建て方(4)・世帯人員(6)・世帯の型 36 36

(14)・家計を主に支える者の男女，年齢(6)，最低居住面積

水準･誘導居住面積水準状況(6)

● 普通世帯数

214 家計を主に支える者の年齢(12)・世帯の年間収入階級(13)， 140 114 76 48

住宅･土地の所有状況(17)<乙>

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・世帯の 142 78

年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に

所有する住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途(4)，所有

する住宅数(7)<乙>

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・世帯の年間 141 77

収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有す

る住宅の主な用途(4)<乙>

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・世帯の年間 143 79

収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現住居以外に所有す

る住宅の延べ面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

   １件当たり所有面積

227 家計を主に支える者の年齢(12)・世帯の年間収入階級(13)， 147 83

現住居の敷地以外に所有する土地の所在地(3)<乙> 

● 普通世帯数，１世帯当たり人員，１世帯当たり居住室数及び

   １世帯当たり居住室の畳数

68 世帯の年間収入階級(12)，世帯の種類(3)，住宅の所有の関係 39

(6)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

162 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 100

年齢(6)，従前の居住形態(11)

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

216 家計を主に支える者の年齢(6)・世帯の年間収入階級(9)・ 115 49

現住居の所有の関係(2)，現住居以外に所有する住宅の主な

用途(4)<乙>

(３区分) 「自営業主｣，｢雇用者｣，｢無職｣

56
家計を主
に支える
者の従業
上の地位

(７区分) 「自営業主(｢農林･漁業業主｣，｢商工･その他の業主｣)｣，｢雇用者(｢会社･団体･公社又は個人に
          雇われている者｣，｢官公庁の常用雇用者｣，｢臨時雇｣)｣，「無職(｢学生｣，｢その他｣)｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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報 告 書 掲 載 表
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都

 
市

 
圏

● 普通世帯数

218 家計を主に支える者の年齢(6)・世帯の年間収入階級(9)・ 116 50

現住居の所有の関係(2)，現住居以外に所有する住宅の有無

(2)，所有する住宅の主な用途(4)・所有する住宅数(3)<乙>  

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

220 家計を主に支える者の年齢(6)・世帯の年間収入階級(9)・ 117 51

現住居の所有の関係(2)，現住居以外に所有する住宅の延べ

面積(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

   １件当たり所有面積

228 家計を主に支える者の年齢(6)・世帯の年間収入階級(9)， 121

現住居の敷地以外に所有する土地の所在地(3)<乙>

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

170 住宅の所有の関係(8)，家計を主に支える者の男女，通勤 106 25 53

時間(10)

● 家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数

170 住宅の所有の関係(8)，家計を主に支える者の男女，従業上の 106 25 53

地位(3)

171 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の男女 17 21 86 64 64 34

● 平成16年以降現住居に入居した家計を主に支える者が雇用者

　 である主世帯数

172 住宅の所有の関係(5)，延べ面積(6)，建て方(2) 107

● 普通世帯数

159 現在の居住形態(10) 98 24 52

● 持ち家として取得した中古住宅数

108 住宅の建て方(2)，建築の時期(12)，居住室の畳数(6) 68

● 借家数及び１畳当たり家賃･間代

139 住宅の種類(2)，専用住宅の所有の関係(5)，建築の時期(9) 84 22 42

(13区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
　　　　　平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～15年｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，
　　　　　｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

(10区分)  ｢昭和45年以前｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～12年｣，｢平成13年～
　　　　　15年｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

(９区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
　　　　　平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～17年｣，｢平成18年～20年９月｣

56
家計を主
に支える
者の従業
上の地位
(つづき)

57
家計を主に
支える者の
通勤時間

58
家計を主に
支える者の
入居時期

(３区分)  ｢会社･団体･公社又は個人に雇われている者｣，｢官公庁の常用雇用者｣，｢臨時雇｣

(10区分)  ｢自宅･住み込み｣，｢15分未満｣，｢15～30分｣，｢30～45分｣，｢45分～１時間｣，｢１時間～
　　　　　１時間15分｣，｢１時間15分～１時間30分｣，｢１時間30分～１時間45分｣，｢１時間45分～
　　　　　２時間｣，「２時間以上」
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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圏

● 借家数

141 住宅の種類(2)，居住室の畳数(6)，専用住宅の所有の関係 85 68 43

(5)，１か月当たり家賃･間代(19)

● 普通世帯数

160 現在の居住形態(7) 16 20 80 33

● 借家(専用住宅)数

143 居住室数(7)・主世帯の年間収入階級(13)・延べ面積(14)， 86 69 56

１か月当たり家賃(10)

● オートロック式の共同住宅の借家数

161-1 １か月当たり家賃(7) 99 81

161-2 １か月当たり家賃(5) 62

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

162 現在の居住形態(10)，年齢(6)，従業上の地位(3)，従前の 100

居住形態(11)

163 現在の居住形態(10)，年齢(6)，従前の居住形態(11)，世帯の 101

年間収入階級(9)

● 平成16年以降建築された持ち家数

106 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，従前の居住形態(8)， 66 32

住宅の購入･新築･建て替え等(7)

107 家計を主に支える者が雇用者である世帯の年間収入階級(13)， 67

年齢(6)，従前の居住形態(8)，住宅の購入･新築･建て替え等

(7)

● 高齢者対応型共同住宅である借家数

212-1 １人当たり居住室の畳数(6)，１か月当たり家賃(7) 138

212-2 １人当たり居住室の畳数(3)，１か月当たり家賃(7) 112

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

167 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える 104

者の従前の居住形態(8)

168 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6) 84

(２区分)  ｢平成15年以前｣，｢平成16年以降｣

「都道府県」「大都市圏」「距離帯」「18大都市」

58
家計を主に
支える者の
入居時期
(つづき)

59
家計を主に
支える者の
従  前 の
居 住 地

(６区分)  ｢昭和45年以前｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～12年｣，｢平成13年～
          17年｣，｢平成18年～20年９月｣

(６区分)　｢昭和55年以前｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～
          17年｣，｢平成18年～20年９月｣

(５区分)  ｢平成16年｣，｢平成17年｣，｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

162 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 100

年齢(6)，従業上の地位(3)

163 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の入居時期(5)， 101

年齢(6)，世帯の年間収入階級(9)

● 平成16年以降建築された持ち家数

106 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，入居時期(2)，住宅の 66 32

購入･新築･建て替え等(7)

107 家計を主に支える者が雇用者である世帯の年間収入階級(13)， 67

年齢(6)，入居時期(2)，住宅の購入･新築･建て替え等(7)

● 平成16年以降持ち家として取得した中古住宅数(平成16年以降に  

   入居した主世帯数)

109 家計を主に支える者の男女，年齢(12)，住宅の建て方(2) 69 33

110 家計を主に支える者の年齢(6)，世帯の年間収入階級(13)， 70

住宅の建て方(2)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数

164 現在の居住形態(10)，家計を主に支える者の男女，年齢(12) 102

165 現在の居住形態(7)，家計を主に支える者の男女，年齢(6) 82

167 世帯の種類(3)，住宅の所有の関係(6)，従前の居住地 104

● 平成16年以降現住居に入居したオートロック式の共同住宅に

　 住む普通世帯数

169-1 住宅の所有の関係(6) 105 85

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数(従前の居住形態が

   持ち家及び借家に住む世帯)

166 現在の居住形態(7)，居住室の畳数(8)，従前の居住室の畳数 103 83

(8)

● 平成16年以降現住居に入居したオートロック式の共同住宅に住む

　 普通世帯数

169-2 住宅の所有の関係(3) 63

(４区分)  ｢親族の家｣，｢持ち家｣，｢借家｣，｢その他｣

(11区分)  ｢親族の家｣，｢持ち家(｢一戸建･長屋建｣,｢共同住宅｣)｣，｢借家(｢公営の借家｣，｢都市再生機構･
          公社の借家｣，｢民営借家(一戸建･長屋建)｣，｢民営借家(共同住宅)」，｢給与住宅｣)｣，｢下宿･
          間借り又は住み込み｣，｢寮･寄宿舎｣，｢その他｣

60
家計を主に
支える者の
従  前  の
居住形態

(８区分)  ｢親族の家｣，｢持ち家｣，｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家(一戸建･長屋建)｣，
          ｢民営借家(共同住宅)」，｢給与住宅｣，｢その他｣

(６区分)  ｢持ち家｣，｢公営の借家｣，｢都市再生機構･公社の借家｣，｢民営借家(一戸建･長屋建)｣，｢民営借家
　　　　　(共同住宅)」，｢給与住宅｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 平成16年以降に入居した高齢者対応型共同住宅に住む

   普通世帯数

211 住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(6)，従前の居住室の 137 111

畳数(6)

● 平成16年以降現住居に入居した普通世帯数(従前の居住形態が

   持ち家及び借家に住む世帯)

166 現在の居住形態(7)，居住室の畳数(8)，家計を主に支える 103 83

者の従前の居住形態(6)

● 平成16年以降に入居した高齢者対応型共同住宅に住む世帯数

211 住宅の所有の関係(2)，居住室の畳数(6)，家計を主に支える 137 111

者の従前の居住形態(3)

● 普通世帯数

87 住宅の所有の関係(6)，家計を主に支える者の男女，年齢(5)， 56 18 14 47

家族類型(6)

● 65歳以上の単身及び夫婦のみの普通世帯数

88 住宅の所有の関係(6) 34

● 65歳以上の単身及び夫婦のみの主世帯数

89 住宅の所有の関係(2) 35

● 高齢者普通世帯数

199 住宅の所有の関係(6) 128 29 24 103 70 44

● 高齢者対応型共同住宅に住む世帯数

210 家族類型(6) 136 110 75 75

● 普通世帯数

63 世帯の種類(3)，家族類型(22)，家計を主に支える者の年齢 42 36 22

(12)

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

173 住宅の種類(2)，取得時期(13)，権利取得の相手方(6) 108 54

174 住宅の種類(2)，取得時期(9)，権利取得の相手方(6) 87 35

176 取得時期(5)，敷地面積(7)，住宅の建て方(3) 110 56

(７区分)

(４区分)  ｢所有地｣，｢一般の借地権｣，｢定期借地権など｣，｢その他｣

(３区分)  ｢所有地｣，｢一般の借地権｣，｢定期借地権など｣，

60
家計を主に
支える者の
従  前  の
居住形態
（つづき）

(３区分)  ｢持ち家｣，｢借家｣､｢その他｣

61
家計を主に
支える者の
従  前  の
居住室の
畳    数

62
別世帯と
なっている
子の居住地

63
敷  地  の
所有の関係

(８区分)  ｢5.9畳以下｣，｢6.0～11.9畳｣，｢12.0～17.9｣，｢18.0～23.9｣，｢24.0～29.9｣，｢30.0～35.9｣，
          ｢36.0～47.9｣，｢48.0畳以上｣，

(６区分)　｢5.9畳以下｣，｢6.0～11.9畳｣，｢12.0～17.9｣，｢18.0～23.9｣，｢24.0～29.9｣，｢30.0畳以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国
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都
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圏
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帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 平成16年以降敷地を取得した主世帯数

175 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 109 55

敷地の権利取得の相手方(6)

● 一戸建及び長屋建の持ち家数

50 取得時期(9)，敷地面積(11) 34

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

173 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，取得時期(13) 108 54

174 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，取得時期(9) 87 35

● 平成16年以降敷地を取得した主世帯数

175 家計を主に支える者の年齢(5)，敷地の所有の関係(3)， 109 55

世帯の年間収入階級(6)

● 一戸建及び長屋建の住宅数

46 住宅の所有の関係(5)，建て方(2) 30 26 16 12

● 一戸建及び長屋建の持ち家数

50 敷地の所有の関係(2)，取得時期(9) 34

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

176 敷地の所有の関係(3)，取得時期(5)，住宅の建て方(3) 110 56

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

173 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，権利取得の相手方(6) 108 54

● 一戸建及び長屋建の持ち家数

50 敷地の所有の関係(2)，敷地面積(11) 34

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

174 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，権利取得の相手方(6)  87 35

(２区分)  ｢所有地｣，｢借地｣

(６区分)  ｢国･都道府県･市区町村｣，｢都市再生機構･公社など｣，｢会社などの法人｣，｢個人｣，｢相続･贈与｣，
          ｢その他｣

63
敷  地  の
所有の関係
（つづき）

64
敷  地  の
権利取得の
相  手  方

65
敷地面積

(７区分)  ｢49㎡以下｣，｢50～99㎡｣，｢100～149｣，｢150～199｣，｢200～299｣，｢300～499｣，｢500㎡以上｣

66
敷 地 の
取得時期

(13区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
          平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～15年｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，
          ｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

(９区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
          平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～17年｣，｢平成18年～20年９月｣

(11区分)  ｢49㎡以下｣，｢50～74㎡｣，｢75～99｣，｢100～149｣，｢150～199｣，｢200～299｣，｢300～499｣，
          ｢500～699｣，｢700～999｣，｢1,000～1,499｣，｢1,500㎡以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表
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*
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区
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圏

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

173 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，権利取得の相手方(6) 108 54

(定期借地権などのみ)

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

176 敷地の所有の関係(3)，敷地面積(7)，住宅の建て方(3) 110 56

● 所有地及び借地に居住する主世帯数

174 住宅の種類(2)，敷地の所有の関係(3)，権利取得の相手方(6)  87 35

(定期借地権などのみ)

176 敷地の所有の関係(3)，敷地面積(7)，住宅の建て方(3) 110 56

(定期借地権などのみ)

● 所有地に居住する主世帯数

158 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 97 79 51 32

共有の持ち分(5)<乙>

● 所有地に居住する主世帯数

158 家計を主に支える者の年齢(5)，世帯の年間収入階級(6)， 97 79 51 32

敷地の所有名義(4)<乙>

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，最寄りの交通機関まで 36

の距離(12)・幅員６メートル以上の道路までの距離(5)・医療

機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・公民館･集会所まで  

の距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイサービス

センターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

177 住宅の種類(2)，建築の時期(9)，専用住宅の所有の関係(6) 111 88 57 36

● 住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数

191 居住世帯の有無(4) 121 28 98 64 42

● 世帯数及び世帯人員

191 世帯の種類(5) 121 28 98 64 42

(５区分)  ｢昭和55年以前｣，｢昭和56年～平成２年｣，｢平成３年～12年｣，｢平成13年～17年｣，
          ｢平成18年～20年９月｣

(３区分)  ｢平成15年以前｣，｢平成16年～18年｣，｢平成19年～20年９月｣

(４区分)  ｢世帯員の単独所有又は世帯員同士の共有(主世帯を含む)｣，｢他の世帯の世帯員又は法人などと
          共同で所有｣，｢住居又は生計をともにしていない配偶者･親など｣，｢その他の世帯の世帯員又は
          法人など｣

(５区分)  ｢19%以下｣，｢20～39%｣，｢40～59｣，｢60～79｣，｢80%以上｣

(６区分)  ｢敷地が道路に接している(｢幅員２m未満の道路｣，｢２～４｣，｢４～６｣，｢６～10｣，｢10m以上｣)｣，
          ｢敷地が道路に接していない｣

(70区分)

66
敷 地 の
取得時期
（つづき）

(６区分)  ｢平成15年以前｣，｢平成16年｣，｢平成17年｣，｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

67
敷 地 の
所有名義

68
敷地の
共有の
持ち分

69
敷  地  に
接している
道路の幅員

70
都市計画の
地域区分
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)
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圏

● むね数

188 住宅の建て方(4)，敷地面積に対する建築面積の割合(9) 118 95

● むね数

189 住宅の建て方(4)，敷地面積に対する各住宅の延べ面積の 119 96

合計の割合(10)

● 住宅数

186 住宅の所有の関係(9)，建築の時期(9)，水洗トイレの有無(2) 117 62

187 住宅の所有の関係(2)，建築の時期(6)，水洗トイレの有無(2) 94 71 71

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している 36

道路の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員

６メートル以上の道路までの距離(5)・公園までの距離(4)・  

公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・

老人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行まで

の距離(5)

● 住宅数

181 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，公園までの距離(4)・ 114 26 22 91 60 39

公民館･集会所までの距離(4)

182 建築の時期(9)，公園までの距離(4)・公民館･集会所まで 68 68

の距離(4)

● 高齢者対応型共同住宅のむね数

185-1 老人デイサービスセンターまでの距離(5)・交通機関までの 116

距離(12)，１むね内住宅数(5)

185-2 老人デイサービスセンターまでの距離(5)・交通機関までの 93 70 70

距離(12)，１むね内住宅数(3)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，公園までの距離(4)・公民館･集会所 127 102

までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイサー

ビスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)・

交通機関までの距離(12)

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員６メート

ル以上の道路までの距離(5)・医療機関までの距離(4)・公民

館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人

デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの

距離(5)

71
調査区の
建ぺい率

72
調査区の
容 積 率

(７区分)  ｢30%｣，｢40｣，｢50｣，｢60｣，｢70｣，｢80｣，｢指定なし｣

(10区分)  ｢50%｣，｢60｣，｢80｣，｢100｣，｢150｣，｢200｣，｢300｣，｢400｣，｢500%以上｣，｢指定なし｣

73
公共下水
道の有無

74
最寄りの
医療機関
までの距離

75
最寄りの
公園まで
の 距 離

(２区分)  ｢公共下水道あり｣，｢公共下水道なし｣

(４区分)  ｢250m未満｣，｢250～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣

(４区分)  ｢250m未満｣，｢250～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

181 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，最寄りの医療機関 114 26 22 91 60 39

までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)

182 建築の時期(9)，最寄りの医療機関までの距離(4)・公民館･ 68 68

集会所までの距離(4)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・公 127 102

民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老

人デイサービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの  

距離(5)・交通機関までの距離(12)

 

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員６メート

ル以上の道路までの距離(5)・医療機関までの距離(4区分)・

公園までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイ

サービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

181 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，最寄りの医療機関 114 26 22 91 60 39

までの距離(4)・公園までの距離(4)

182 建築の時期(9)，最寄りの医療機関までの距離(4)・公園まで  68 68

の距離(4)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 127 102

公園までの距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイ

サービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離  

(5)・交通機関までの距離(12)

 

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員６メート

ル以上の道路までの距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園

までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・老人デイ

サービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

183 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，老人デイサービス 115 27 23 92 61 40

センターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

184 建築の時期(9)，老人デイサービスセンターまでの距離(5)・ 69 69

郵便局･銀行までの距離(5)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 127 102

公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・老人デイ

サービスセンターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離  

(5)・交通機関までの距離(12)

75
最寄りの
公園まで
の 距 離
（つづき）

76
最寄りの
公民館･
集会場ま
での距離

77
最寄りの
緊急避難
場所まで
の距離

(４区分)  ｢250m未満｣，｢250～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣

(５区分)  ｢250m未満｣，｢250～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000～2,000｣，｢2,000m以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員６メート

ル以上の道路までの距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園

までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難  

場所までの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 主世帯数

64 高齢者等のための設備状況(13)，世帯内の最高齢者の年齢 43 16 37 27 23 17

階級(5)，

● 住宅数

183 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，最寄りの緊急避難場 115 27 23 92 61 40

所までの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

184 建築の時期(9)，最寄りの緊急避難場所までの距離(5)・郵便 69 69

局･銀行までの距離(5)

● 高齢者対応型共同住宅のむね数

185-1 最寄りの医療機関までの距離(4)・交通機関までの距離(12)， 116

１むね内住宅数(5)

185-2 最寄りの医療機関までの距離(4)・交通機関までの距離(12)， 93 70 70

１むね内住宅数(3)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 127 102

公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・緊急

避難場所までの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)・交通

機関までの距離(12)

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・医療機関まで

の距離(4)・公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離

(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイサービスセン

ターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

178-1 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9) 112 89 58 37

178-2 住宅の所有の関係(2)，建築の時期(9) 65

178-3 住宅の所有の関係(2)・建築の時期(9) 66

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・最寄りの交通機関までの距離(12)・幅員６メート

ル以上の道路までの距離(5)・医療機関までの距離(4)・公園

までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難場所

までの距離(5)・老人デイサービスセンターまでの距離(5)

78
最寄りの
老人デイ
サービスセ
ンターまで
の距離

(５区分)  ｢250m未満｣，｢250～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000～2,000｣，｢2,000m以上｣

79
最寄りの
幅    員
６メートル
以上の道路
までの距離

80
最 寄 り の
郵便局･銀行
までの距離

(５区分)  ｢50m未満｣，｢50～100｣，｢100～200｣，｢200～500｣，｢500m以上｣

(５区分)  ｢100m未満｣，｢100～200｣，｢200～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

183 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9)，最寄りの緊急避難場 115 27 23 92 61 40

所までの距離(5)・老人デイサービスセンターまでの距離(5)

184 建築の時期(9)，最寄りの緊急避難場所までの距離(5)・老人 69 69

デイサービスセンターまでの距離(5)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 127 102

公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難

場所までの距離(5)・老人デイサービスセンターまでの距離  

(5)・交通機関までの距離(12)

● 空き家数並びに一時現在者のみの住宅数及び建築中の住宅数

53 空き家の種類(5)，住宅の建て方(4)，敷地に接している道路 36

の幅員(6)・幅員６メートル以上の道路までの距離(5)・医療

機関までの距離(4)・公園までの距離(4)・公民館･集会所まで  

の距離(4)・緊急避難場所までの距離(5)・老人デイサービス

センターまでの距離(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

179 住宅の所有の関係(6)，建築の時期(9) 113 90 59 38

180 住宅の所有の関係(2) 67 67

● 高齢者対応型共同住宅のむね数

185-1 最寄りの医療機関までの距離(4)・老人デイサービスセンター 116

までの距離(5)，１むね内住宅数(5)

185-2 最寄りの医療機関までの距離(4)・老人デイサービスセンター 93 70 70

までの距離(5)，１むね内住宅数(3)

● 高齢者主世帯数

198 住宅の所有の関係(6)，最寄りの医療機関までの距離(4)・ 127 102

公園までの距離(4)・公民館･集会所までの距離(4)・緊急避難

場所までの距離(5)・老人デイサービスセンターまでの距離  

(5)・郵便局･銀行までの距離(5)

● 住宅数

190 住宅の所有の関係(6)，最寄りの小学校までの距離(5)・ 120 97 72 72 63 41

中学校までの距離(5)

● 住宅数

190 住宅の所有の関係(6)，最寄りの保育所までの距離(5)・ 120 97 72 72 63 41

中学校までの距離(5)

80
最 寄 り の
郵便局･銀行
までの距離
（つづき）

81
最寄りの
交通機関
までの距離

(12区分) ｢駅まで200m未満｣，｢200～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000～2,000(バス停まで100m未満，100～200，
         200～500，500m以上)｣，｢2,000m以上(バス停まで100m未満，100～200，200～500，500～1,000，
         1,000m以上)」

82
最寄りの
保育所ま
での距離

83
最寄りの
小学校ま
での距離

(５区分)  ｢100m未満｣，｢100～200｣，｢200～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣

(５区分)  ｢100m未満｣，｢100～200｣，｢200～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 住宅数

190 住宅の所有の関係(6)，最寄りの保育所までの距離(5)・ 120 97 72 72 63 41

小学校までの距離(5)

● 普通世帯数

213 家族類型(16)・世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(9) 139 113 75 47

<乙>

214 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)・世帯の 140 114 76 48

年間収入階級(13)<乙>

● 普通世帯数

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 142 78

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，

所有する住宅の主な用途(4)，所有する住宅数(7)<乙> 

218 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 116 50

年間収入階級(9)・現住居の所有の関係(2)，所有する住宅

の主な用途(4)・所有する住宅数(3)<乙> 

● 普通世帯が現住居以外に所有する住宅数

215 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 141 77

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)

<乙>

216 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 115 49

年間収入階級(9)・現住居の所有の関係(2)<乙>

● 普通世帯数

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 142 78

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，

現住居以外に所有する住宅の有無(2)，所有する住宅数(7)

<乙>

218 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 116 50

年間収入階級(9)・現住居の所有の関係(2)，現住居以外に  

所有する住宅の有無(2)，所有する住宅数(3)<乙>

● 普通世帯数

217 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地 142 78

位(7)・帯の年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)，現

住居以外に所有する住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途

(4)<乙> 

(４区分)  ｢親族住居用｣，｢二次的住宅･別荘用｣，｢賃家用｣，｢その他｣

84
最寄りの
中学校ま
での距離

(５区分)  ｢100m未満｣，｢100～200｣，｢200～500｣，｢500～1,000｣，｢1,000m以上｣

(７区分)  ｢0.9戸以下｣，｢1.0～1.9戸｣，｢2.0～2.9｣，｢3.0～3.9｣，｢4.0～4.9｣，｢5.0～5.9｣，｢6.0戸以上｣

85
住宅･土地
の所有状況

86
現住居以外
に所有する
住宅の有無

87
現住居以外
に所有する
住宅の主な

用途

(17区分)

(２区分)  ｢現住居以外の住宅を所有している｣，｢現住居以外の住宅を所有していない｣

88
現住居以外
に所有する
住  宅  数
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集計項目
集         計         事         項
(区分の下の番号は結果表様式の表番号)

ホ ー ム ペ ー ジ 掲 載 表

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

 
市

 
圏

報 告 書 掲 載 表

全

国

全

国

大

 
都

 
市

 
圏

距

 
離

 
帯

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

道

府

県

*

市 区
町 村

市
　
　
区

町
　
　
村

都

 
市

 
圏

● 普通世帯数

218 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 116 50

年間収入階級(9)・現住居の所有の関係(2)，現住居以外に  

所有する住宅の有無(2)，所有する住宅の主な用途(4)<乙> 

● 現住居以外の住宅を所有する普通世帯数

219 世帯の種類(3)，家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の 143 79

地位(7)・世帯の年間収入階級(13)・現住居の所有の関係(8)

<乙>

220 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 117 51

年間収入階級(9)・現住居の所有の関係(2)<乙>

● 現住居の敷地以外の土地を所有する普通世帯数，所有件数及び

   １件当たり所有面積

225 家族類型(16)・世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(9) 146 82

<乙>

226 家族類型(16)・世帯の種類(3)，１人当たり居住室の畳数(6) 120

<乙>

227 家計を主に支える者の年齢(12)・従業上の地位(7)・世帯の 147 83

年間収入階級(13)<乙>

228 家計を主に支える者の年齢(6)・従業上の地位(3)・世帯の 121

年間収入階級(9)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

221 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 144 80

などの取得方法(6)・取得時期(13)<乙>

222 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 118 52

などの取得方法(5)・取得時期(9)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び所有件数  

229 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 148 84

などの取得方法(6)・取得時期(13)<乙>

230 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 122 54

などの取得方法(5)・取得時期(9)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

221 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 144 80

などの所有形態(2)・取得時期(13)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び所有件数  

229 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 148 84

などの所有形態(2)・取得時期(13)<乙>

88
現住居以外
に所有する
住  宅  数
（つづき）

89
現住居以外
に所有する
住宅の延べ

面積

(３区分)  ｢0.9戸以下｣，｢1.0～1.9戸｣，｢2.0戸以上｣

(６区分)   ｢49㎡以下｣，｢50～99㎡｣，｢100～149｣，｢150～199｣，｢200～299｣，｢300㎡以上｣

90
現住居の
敷地以外に
所有する
土 地 の
所 在 地

91
現住居の
敷地以外
に所有する
宅地などの
所有形態

92
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などの
取得方法

(３区分)  ｢現住居と同じ市区町村｣，｢自県内｣，｢他県｣

(２区分)  ｢世帯員の単独所有又は世帯員同士の共有(主世帯を含む)｣，｢他の世帯の世帯員又は法人などと
         共同で所有｣

(６区分)  ｢国･都道府県･市区町村から購入｣，｢都市再生機構･公社などから購入｣，｢会社などの法人から
          購入｣，｢個人から購入｣，｢相続･贈与で取得｣，｢その他｣
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● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

222 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 118 52

などの所有形態(2)・取得時期(9)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び所有

   件数

230 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 122 54

などの所有形態(2)・取得時期(9)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

221 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 144 80

などの所有形態(2)・取得方法(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び所有件数  

229 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 148 84

などの所有形態(2)・取得方法(6)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

222 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 118 52

などの所有形態(2)・取得方法(5)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数及び所有件数  

230 世帯の年間収入階級(13)，現住居の敷地以外に所有する宅地 122 54

などの所有形態(2)・取得方法(5)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

223 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地な 145 81

どにある建物の所有者(6)・宅地などの主たる使用者(3)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

224 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地な  119 53

どにある建物の所有者(4)・宅地などの主たる使用者(3)<乙>

(５区分)  ｢購入(うち会社などの法人から購入，うち個人から購入)｣，｢相続･贈与で取得｣，｢その他｣

(13区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
          平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～15年｣，｢平成16年｣，
          ｢平成17年｣，｢平成18年｣，｢平成19年｣，｢平成20年１月～９月｣

(９区分)  ｢昭和25年以前｣，｢昭和26年～35年｣，｢昭和36年～45年｣，｢昭和46年～55年｣，｢昭和56年～
          平成２年｣，｢平成３年～７年｣，｢平成８年～12年｣，｢平成13年～17年｣，｢平成18年～20年９月｣

(12区分)  ｢主に建物の敷地として利用(｢一戸建専用住宅｣，｢一戸建店舗等併用住宅｣，｢共同住宅･長屋建｣，
          ｢事務所･店舗｣，｢工場･倉庫｣，｢ビル型駐車場｣，｢その他の建物｣)｣，｢主に建物の敷地以外に
          利用(｢屋外駐車場｣,｢資材置場｣，｢スポーツ･レジャー用地｣，｢その他に利用｣)｣，｢利用していない
          (空き地･原野など)｣

(５区分)  ｢主に建物の敷地として利用(｢居住用｣，｢事業用｣，｢その他の建物｣)｣，｢主に建物の敷地以外に
          利用｣，｢利用していない(空き地･原野など)｣

92
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などの
取得方法
（つづき）

93
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などの
取得時期

94
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などの
利用現況
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● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

223 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 145 81

などの利用現況(12)・宅地などの主たる使用者(3)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

224 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 119 53

などの利用現況(5)・宅地などの主たる使用者(3)<乙>

● 現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数，所有件数

   及び１件当たり所有面積

223 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 145 81

などの利用現況(12)・宅地などにある建物の所有者(6)<乙>

224 現住居の所有の関係(2)，現住居の敷地以外に所有する宅地 119 53

などの利用現況(5)・宅地などにある建物の所有者(4)<乙>

● 一戸建及び長屋建の住宅数

48 住宅の種類(2)，建築の時期(9) 32 28

● むね数

188 住宅の建て方(4)，調査区の建ぺい率(7) 118 95

● 一戸建及び長屋建の住宅数

49 住宅の種類(2)，建築の時期(9) 33 29

● 住宅数

19 住宅の種類(2)，延べ面積(14) 11

● むね数

189 住宅の建て方(4)，調査区の容積率(10) 119 96

(４区分)  ｢主に建物の敷地として利用(うち住宅(｢自世帯所有｣，｢住居又は生計をともにしていない配偶者･
          親などが所有｣，｢その他の世帯･法人などが所有｣))｣

(３区分)  ｢自世帯使用｣，｢住居又は生計をともにしていない配偶者･親などが使用｣，｢その他の世帯･法人など
          が使用｣

(９区分)  ｢20%未満｣，｢20～30｣，｢30～40｣，｢40～50｣，｢50～60｣，｢60～70｣，｢70～80｣，｢80～90｣，｢90%以上｣

(12区分)  ｢20%未満｣，｢20～30｣，｢30～40｣，｢40～50｣，｢50～60｣，｢60～70｣，｢70～80｣，｢80～90｣，
          ｢90～100｣，｢100～120｣，｢120～150｣，｢150%以上｣

(９区分)  ｢20%未満｣，｢20～30｣，｢30～40｣，｢40～50｣，｢50～60｣，｢60～70｣，｢70～80｣，｢80～90｣，｢90%以上｣

(10区分)  ｢50%未満｣，｢50～60｣，｢60～80｣，｢80～100｣，｢100～150｣，｢150～200｣，｢200～300｣，｢300～400｣，
          ｢400～500｣，｢500%以上｣

(６区分)  ｢主に建物の敷地として利用(｢住宅(自世帯所有，住居又は生計をともにしていない配偶者･親などが
          所有，その他の世帯･法人などが所有)｣)，｢住宅以外(自世帯所有，住居又は生計をともにしていない
          配偶者･親などが所有，その他の世帯･法人などが所有)｣

100
敷地面積に
対する各住
宅の延べ面
積の合計の

割合

95
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などに
ある建物の
所有者

96
現住居の
敷地以外に
所有する
宅地などの
主たる使用

者

97
敷地面積に
対する建築
面積の割合

98
敷地面積に
対する延べ
面積の割合

99
延べ面積に
占める居住
室の広さの

割合
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